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 １．はじめに 

本事業は、ＩＳＯ／ＩＥＣ ガイド７１の理念に基づくアクセシブルデザイン（以下、ＡＤと呼 

ぶ。）の製品・環境・サービスに関わる国際標準案及びその適合性評価制度に関する指針案を開発

し、国際標準化を目指すことにより、多くの製品・環境・サービスのＡＤ化を促進することを目的

とした。 

具体的には、ＡＤの体系的技術の一つ一つをＩＳＯ規格原案として作成し、ＩＳＯ／ＴＣ１５９

（人間工学）及びＴＣ１７３（福祉用具）／ＳＣ７(アクセシブルデザイン)に提案を行った。 

 

１．１ 調査研究の目的及び背景 

 

本事業の目的は、２００３年に日本工業標準調査会消費者政策特別委員会より提言された「高 

齢者・障害者への配慮に係る標準化の進め方について」及び国連の「障害者権利条約」の趣旨に

則り、ＩＳＯ／ＩＥＣ ガイド７１に基づくアクセシブルデザイン（以下、「ＡＤ」と呼ぶ。）を

志向した製品・環境・サービスを普及させることによって障害者・高齢者のニーズに配慮した社

会を実現すべく、より多くの製品・環境・サービスのＡＤ化を図ることである。そのために、国

内・国際標準の研究・開発、及びその効果的な普及を図るための適合性評価制度の有効性及び実

施に向けた検討を行った。 

 具体的には、ＡＤ製品等の個別技術の体系的標準化、さらなるＡＤの普及を図るためのＩＳＯ

／ＩＥＣ ガイド７１の改訂、新規ＡＤテーマの国内及び国際標準の研究・開発、及び２０１１

年度までに提案し審議を開始したＡＤの国内・国際標準の開発の継続を実施した。 

 また、ガイド７１の普及及びＡＤ関連規格の標準化戦略検討等を、欧州（ＣＥＮ／ＣＥＮＥＬ

ＥＣ等）及びアジア各国とともに、関連するＴＣ間の調整を行いながら実施した。 

 さらに、これらの国内・国際標準に基づいて、より多くの企業が自社の製品・サービス・環境

をＡＤ化し、高齢者・障害者配慮設計が施されていることを、取引先企業及び消費者に分かりや

すく提示するための適合性評価制度の有効性の検討を行う。これによって、産業界に対してＡＤ

関連規格の体系的な活用を促すとともに、ＡＤ製品の効果的な開発及びその普及検討を行った。 

 

１．２ 研究内容 

 

本年度は、以下の①の適合性評価指針の検討を行うとともに、②～⑥のとおり「デザイン要素規

格」及び「共通基盤規格」を国際提案した。また、対応する国内委員会を設置し検討を行った。 

 

①ＡＤ製品の適合性評価指針（ガイドライン）の開発 

消費者にＡＤ製品であることを分かりやすく示すＡＤ適合性評価制度の指針の国際提案に向け

た検討を行った。これにより、ＡＤ製品の国際的、かつ、効果的な普及を図る準備を行った。 

2014 年度に適合性評価に必要な規格の国際提案を行うことを目標とし、2013 年度はその準備と

して、適合性評価の実施可能性や妥当性等を国内で検討し、提案規格の準備を進めた。 

また、適合性評価におけるＡＤの基準を確立するため、以下の②～④のとおり、「デザイン要素

規格」及び「共通基盤規格」を国際提案した。 

②ＩＳＯ／ＩＥＣ ガイド７１改訂 ＪＴＡＧ業務関連 
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ＩＳＯ内にＩＥＣ、ＩＴＵ等とのＪＴＡＧとして設立された委員会において、ＩＳＯ／ＩＥＣ ガ

イド７１（議長国：日本）の改訂作業を引き続き行い、改訂版の制定を目指した。 

これと関連して、ＪＴＡＧでの議論によりガイド７１と一体的に編集されているＩＳＯ／ＴＲ 

２２４１１の改訂作業を、ＴＣ１５９／ＷＧ２にて引き続き行った。いずれも、コンビーナ及びセ

クレタリとして会議の運営にあたった。 

③ＴＣ１７３／ＳＣ７における国際標準化（デザイン要素規格） 

下記ⅰ）～ⅵ）のデザイン要素規格の国際標準化提案等を行うとともに、国際審議委員会のコン

ビーナ、幹事国業務等を担った。 

ⅰ）公共空間の音案内 

日本国内で広く普及し視覚障害者等に利用されている、公共空間（鉄道駅等）の歩行・移動支援

用音案内の設計指針について、2012 年度に提出したＮＷＩＰの投票結果に基づいて国際標準化を行

った。 

ⅱ）トイレ操作部の配置 

視覚障害者等の公共トイレ便房内での不便さを解消するためのＪＩＳ Ｓ ００２６（公共トイレ

における便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置）について日本がリーダーシップを取り、

国際標準化に向けた作業を行った。 

ⅲ）触知案内図 

視覚障害者の移動に関する不便さを解消するためのＪＩＳ Ｔ ０９２２（触知案内図の情報内容

および形状並びにその表示方法）について日本がリーダーシップを取り、国際標準化に向けた作業

を行った。 

ⅳ）点字表示 

点字表示に係る、審議中の委員会原案(ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ１ 点字の表示原則及

び点字表示方法 パート１：原則)について日本がリーダーシップを取り、国際標準化を行った。 

ⅴ）アクセシブルミーティング 

アクセシブルミーティングに係る、審議中の委員会原案（ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ２ 

アクセシブルミーティング)について日本がリーダーシップを取り、国際標準化に向けての作業を

行った。 

ⅵ）コミュニケーション支援用ボードのための絵記号デザイン原則 

障害のある人を含むより多くの人々がコミュニケーションをスムーズに行えるコミュニケーシ

ョン支援用図記号（ＪＩＳ Ｔ ０１０３）を基に、「コミュニケーション支援用ボードのための絵

記号デザイン原則」について日本がリーダーシップを取り、国際標準化を行った。 

④ＴＣ１５９における国際標準化（共通基盤規格） 

下記ⅰ）～ⅶ）の共通基盤規格の国際標準化提案等を行うとともに、国際審議委員会のコンビー

ナ、セクレタリ等を担った。 

ⅰ）音声アナウンスの音量設定方法 

公共空間のアナウンス等の音量を加齢に伴う聴力低下を考慮して適切に設定するための方法（Ｉ

ＳＯ／ＤＩＳ ２４５０４）について、ＦＤＩＳ投票に向けて審議を進め、国際標準化に向けた作

業行った。 

ⅱ）色の組合せ方法 

消費生活製品の操作部・公共空間の案内表示等において、互いに識別しやすい色の組合せを、加
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齢に伴う色の見え方の変化を考慮して選択するための方法を規定したＪＩＳ Ｓ ００３３（高齢

者・障害者配慮設計指針―視覚表示物―年齢を考慮した基本色領域に基づく色の組合せ方法）につ

いて、ＤＩＳ投票に向けて審議を進め、国際標準化を目指した。また、加齢以外の障害に対応する

ための補足実験を実施した。 

ⅲ）最小可読文字サイズ 

消費生活製品の操作部、公共空間の案内表示等において読み取ることが可能な最小の文字サイズ

を、加齢に伴う視力の変化を考慮して推定するための方法を規定したＪＩＳ Ｓ ００３２（高齢

者・障害者配慮設計指針―視覚表示物―日本語文字の最小可読文字サイズ推定方法）について、Ｐ

ＷＩとしての審議を進め、国際標準化を行った。 

ⅳ）触知図形の設計方法 

消費生活製品の操作部等に使用される触知図形（文字、記号等）を、加齢に伴う感度低下を考慮

して適切に設計するための方法を規定したＪＩＳ Ｓ ００５２（高齢者・障害者配慮設計指針―触

覚情報―触知図形の基本設計方法）について、ＰＷＩとしての審議を進め、国際標準化を行った。 

ⅴ）消費生活製品の報知光 

消費生活製品の操作部等に使用される光の表示（報知光）について、2012 年度に提出したＮＷＩ

Ｐの投票結果に基づいて国際標準化に向けた作業を行った。 

ⅵ）消費生活製品の音声ガイド（音声案内） 

消費生活製品等の表示パネルを見て操作することのできない視覚障害者、及び複雑な製品操作に

不慣れな高齢者から普及が強く求められている音声ガイドについて、国内業界団体の協力の下、

2014 年度に提出予定のＮＷＩＰの素案を作成し、国際標準化に向けた作業を行った。 

ⅶ）製品展示に関する高さ・奥行き等 

高齢者・障害者の上肢到達範囲の標準データについて、ＩＳＯ／ＴＲ ２２４１１第２版に記載

する素案の作成を進めた。 

⑤ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５／ＡＡＬ（自立支援技術）に関する検討 

ＡＡＬに関する審議に参加し、日本の意見を反映させた。 

⑥欧州諸国との連携 

上記①～⑤の事業を実施するにあたり、欧州諸国との連携強化及び調整を行った。 

 

１．３ 調査研究の期間 

 

事業実施期間：平成 2013 年７月 12 日～平成 2014 年３月 24 日 

 

１．４ 調査・検討委員会 

 本調査研究では、七つの委員会を設置しそれぞれの課題の検討を行った。主な検討事項は以下の

通りである。 
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１．４．１ ＡＤ標準化・普及に関する標準化検討委員会 

回数 日時 内容 

第１回 2013 年８月 20日（火） アクセシブルデザイン及びその適合性評価制度に関する国

際標準化実施計画について 

第２回 2013 年３月６日（木） 国際標準共同研究開発事業：アクセシブルデザイン及びその 

適合性評価制度に関する国際標準化成成果報告概要につい 

て 

 

１．４．２ ＡＤ適合性評価制度検討委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2013 年８月 27 日（火） ・ＡＤ製品の適合性評価指針（ガイドライン）の開発と今後の方向

性に関して 

・ＡＤ製品の適合性評価指針（ガイドライン）の開発における試行

について 

第２回 2013 年１１月 28 日（木） ①ＡＤ製品の適合性評価指針（ガイドライン）の開発 

②ＡＤ適合性評価基準案の検討 

・基準における対象者特性分類について（ガイド７１に基づく「心

身の機能分類」に対応） 

・基準の項目、配慮内容、評価基準について 

・基準の対象特性の検討について   

第３回 2014 年２月 20 日（木） ・ＡＤ製品の適合性評価指針（ガイドライン）の開発 

①ＡＤ適合性評価基準案 （第２次試案）について 

②消費生活用製品におけるＡＤ適合性評価－実施指針（案）に

ついて 

 

１．４．３ ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ１（点字・触知図）検討委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2014 年２月 21日（金） ・触知案内図ドラフトの検討 

①ドイツ案について 

②各国触知記号について 

 

１．４．４ ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ３（トイレ・音案内）検討委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2014 年２月 18 日（火） １）トイレ操作部 

①ドラフト内容の検討 

②今後のスケジュール 

２）公共空間の音案内 

①ドラフト内容の検討 

②今後のスケジュール 
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１．４．５ ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ４（コミュニケーション支援用ボードのための絵記号デザ

イン原則）検討委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2014 年２月 14 日（金） コミュニケーション支援用ボードドラフト内容の検討 

 

１．４．６ ＴＣ１５９国内検討ＷＧ委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2013 年９月３日（火） ＩＳＯ／ＴＣ１５９／ＳＣ５規格の定期見直しについて 

第２回 2014 年２月７日（火） ISO／TC１５９（人間工学）における国際標準化の2014年度計画

（案）について 

 

１．４．７ ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５／ＡＡＬ検討委員会 

 回数 日時 内容 

第１回 2013 年９月 24 日（火） 第５回SG５／AAL会議へ向けての方針確認 
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①ＡＤ体系的技術標準化委員会（本委員会・ガイド７１・ＡＤ会議）委員名簿  

 

番号 種別 氏名 連絡先 

1 委員長 青木 和夫 日本大学大学院理工学研究科医療・福祉工学専攻 教授 

2 委員 伊藤 利之 横浜市リハビリテーション事業団総合リハビリテーションセンター 顧問 

3 委員 今西 正義 DPI 日本会議/全国頚髄損傷者連絡会 

4 委員 岩佐德太郎 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 バリアフリー推進部長 

5 委員 小川 光彦 一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 理事 

6 委員 小出 隆司 社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 副理事長 

7 委員 桐原 尚之 全国「精神病」者集団 

8 委員 児山 啓一 公益社団法人日本サインデザイン協会 

9 委員 澤田 晋一 独立行政法人労働安全衛生総合研究所 国際情報・研究振興センター長 

10 委員 清水 壮一 日本福祉用具・生活支援用具協会 事務局長 

11 委員 田中 徹二 社会福祉法人日本点字図書館 理事長 

12 委員 妻屋  明 社団法人全国脊髄損傷者連合会 理事長 

13 委員 中津川達雄 一般財団法人家電製品協会 技術部 次長 

14 委員 中田 誠 一般社団法人日本玩具協会 

15 委員 久松 三二 一般財団法人全日本ろうあ連盟 事務局長 

16 委員 藤本 浩志 早稲田大学  教授 

17 委員 古屋 一 公益社団法人日本包装技術協会 専務理事 

18 委員 宮崎 正浩 跡見学園女子大学大学院マネジメント学部 生活環境マネジメント学科 教授 

19 委員 持丸 正明 独立行政法人産業技術総合研究所 デジタルヒューマン研究センター センター長 

20 委員 本村 光節 公益財団法人テクノエイド協会 常務理事 

21 委員 山内 繁 NPO 法人支援技術開発機構 理事長 

22 委員 山田 肇 東洋大学 経済学部 教授 

23 委員 山本  栄 東京理科大学 工学部第一部経営工学科 教授 
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②ＡＤ適合性評価制度検討委員会委員名簿 
 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 青木 和夫 日本大学大学院 理工学研究科医療・福祉工学専攻 教授 

2 委員 岩佐德太郎 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 バリアフリー推進部長 

3 委員 島田 英明 一般財団法人日本品質保証機構 JIS 認証事業部 部長 

4 委員 鈴木 孝幸 社会福祉法人日本盲人会連合 副会長 

5 委員 妻屋  明 社団法人全国脊髄損傷者連合会 理事長 

6 委員 中田 誠 一般社団法人日本玩具協会 共遊玩具推進部 

7 委員 中津川達雄 一般財団法人家電製品協会 技術部次長 

8 委員 中橋 道紀 一般財団法人全日本ろうあ連盟 情報・コミュニケーション委員会委員長 

9 委員 長谷川三枝子 公益社団法人日本リウマチ友の会 会長  

10 委員 古屋 一 公益社団法人日本包装技術協会 専務理事  

11 委員 本村 光節 公益財団法人テクノエイド協会  常務理事 

12 委員 山内  繁 特定非営利活動法人支援技術開発機構 理事長 

13 委員 山田 肇 東洋大学経済学部 教授 

 
③ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ１（点字・触知図）検討委員会委員名簿 
 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 田中 徹二 社会福祉法人日本点字図書館理事長 

2 委員 青松 利明 筑波大学附属視覚特別支援学校 

3 委員 大橋 由昌 社会福祉法人日本盲人会連合 情報部長 

4 委員 込山 光弘 日本点字技能師協会 

5 委員 高橋 秀治 社会福祉法人ぶどうの木 ロゴス点字図書館館長  

6 委員 田中 正和 社会福祉法人京都ライトハウス 

7 委員 当山 啓 社会福祉法人日本点字図書館 

8 委員 土井 幸輝 独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所 

9 委員 藤本 浩志 早稲田大学 教授 

10 委員 槇  宏 国際標準化支援クラブ主宰 

11 委員 山内 繁 NPO 支援技術開発機構 理事長 

12 委員 和田 勉 社会福祉法人日本点字図書館 
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④ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ３（トイレ・音案内）検討委員会委員名簿 
 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 髙橋 儀平 東洋大学 教授 

2 委員 江藤 祐子 日本衛生設備機器工業会 

3 委員 鈴木 孝幸 社会福祉法人日本盲人会連合会 副会長 

4 委員 高橋 邦長 日本衛生設備機器工業会 UD 委員会 

5 委員 田中 徹二 社会福祉法人日本点字図書館 理事長 

6 委員 妻屋 明 社団法人全国脊髄損傷者連合会 理事長 

7 委員 草野 二郎 一般社団法人インターホン工業会 

8 委員 竜口 隆三 西日本工業大学 デザイン学部 

9 委員 山内 繁 NPO 支援技術開発機構理事長 

10 委員 原  利明 鹿島建設株式会社 建築設計本部品質技術管理統括グループ 環境・性能グループ  

11 委員 前田 耕造 株式会社ジーベック ＳＩ部 

 
 
⑤ＴＣ１７３/ＳＣ７/ＷＧ４（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援用ﾎﾞｰﾄﾞのための絵記号ﾃﾞｻﾞｲﾝ原則）検討委員会委員名簿 
 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 児山 啓一 公益社団法人日本サインデザイン協会 

2 委員 岩佐德太郎 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 バリアフリー推進部長 

3 委員 小川 光彦 一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 理事 

4 委員 中橋 道紀 一般財団法人全日本ろうあ連盟  

5 委員 長瀬 修 社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 国際活動委員長 

6 委員 青山 均 公益財団法人明治安田こころの健康財団 

7 委員 小島 哲也 信州大学教育学部教授 同 附属特別支援学校長 

8 委員 辻村 由佳 一般財団法人国際観光サービスセンター成田国際空港 外国人観光案内所  

9 委員 山内 繁 NPO 支援技術開発機構理事長 
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⑥ＴＣ１５９国内検討ＷＧ委員会委員名簿 
 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 青木 和夫 日本大学大学院 理工学研究科 医療・福祉工学専攻教授 

2 委員 阿山 みよし 宇都宮大学 工学部情報工学科 教授 

3 委員 荒浜 英夫 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA) 

4 委員 内田 和広 一般財団法人ベターリビング 住宅部品評価部 

5 委員 郷家 和子 帝京大学医療技術学部/日本ロービジョン学会  

6 委員 駒宮 祐子 一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA） 

7 委員 澤田久美子 一般財団法人家電製品協会 技術関連委員会 UDWG 

8 委員 澤田 真弓 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

9 委員 鈴木 邦和 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会(CIAJ)  

10 委員 中野 泰志 慶應義塾大学経済学部 教授 

11 委員 中野 美隆 一般社団法人日本電機工業会（JEMA)家電部 

12 委員 中森 秀二 日本衛生設備機器工業会 UD 委員会 

13 委員 野村俊行 一般社団法人日本ガス石油機器工業会 

13 委員 芳賀 優子 弱視者問題研究会 

14 委員 吉原 孝治 一般財団法人全日本ろうあ連盟 情報・コミュニケーション委員会 

15 委員 和田 勉 社会福祉法人日本点字図書館 

 
⑦ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５／ＡＡＬ検討委員会委員名簿 

番号 種別 氏名 所属 

1 委員長 山田 肇 東洋大学 

2 委員 倉部 勇一 IEC/TC62（一般社団法人電子情報技術産業協会） 

3 委員 桑野 裕康 一般財団法人家電製品協会 

4 委員 中久木隆治 一般財団法人日本規格協会 

5 委員 谷川 民生 独立行政法人産業技術総合研究所  

6 委員 田村 巌 ミサワホーム株式会社 

7 委員 豊田 建 ISO/TC215（株式会社 HCI） 

8 委員 西尾 修一 株式会社国際電気通信基礎技術研究所 

9 委員 原田 素子 東日本電信電話株式会社 

10 委員 平川 秀治 株式会社東芝 

11 委員 松村 秀一 IEC/TC100（一般社団法人電子情報技術産業協会） 

12 委員 松本 泰 セコム株式会社 IS 研究所 

13 委員 遊間 和子 株式会社国際社会経済研究所 
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１．５ 調査研究体制 

 

【共同開発体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

同 

開 

発 

【研究機関Ｂ】 

①共通基盤規格（ＴＣ１５９審議規格）提案に必要な実験及び調査 

②ＴＣ１５９及びＴＣ１７３審議規格の原案作成 

③ＴＣ１５９における複数の国際ＷＧの運営 

④ＩＳＯ／ＩＥＣ ガイド７１の改訂におけるＴＣ１５９代表 

⑤ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５対応 

⑥国際標準化のための欧州及びアジア諸国との連携 

【研究機関Ａ】 

①デザイン要素規格（ＴＣ１７３審議規格）の開発 

②ＴＣ１５９及びＴＣ１７３国内対応のための委員会運営 

③ＩＳＯ／ＩＥＣ ガイド７１の改訂 

④ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５対応 

⑤国際標準化のための欧州及びアジア諸国との連携 

（Ｂ）産業技術総合研究所 

（Ａ）共用品推進機構 
AD 体系的技術標準化委員会 

（本委員会） 

・ＩＳＯ／ＴＣ１５９審議ＷＧ委員会 

・ＩＳＯ／ＴＣ１７３審議ＷＧ委員会 

・ＩＥＣ/ＳＭＢ/ＳＧ５/ＡＡＬ委員会

等 
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第２章  

アクセシブルデザイン（ＡＤ）製品の 

適合性評価制度指針（ガイドライン）の 

開発 
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このページは白紙です。
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２．概要 

 アクセシブルデザイン（以下「ＡＤ」と呼ぶ）の適合性評価指針国際提案に向けて、初年度であ

る平成 24年度は①「国内外におけるＡＤ適合性評価制度及び認証関連事業調査」、②「ＡＤ‐ＪＩ

Ｓ、ＡＤ－ＩＳ等のＡＤ規格を基準とした適合性評価制度手法のあり方と方向性」をテーマにＡＤ

製品のユーザーである高齢・障害当事者のニーズに沿った制度、また、できるだけ多くの供給者等

の参加が期待できる制度として適合性評価制度・指針の方向性について検討した。 

 そこでは、高齢者・障害者を含めたより多くの人に対応するＡＤ製品開発支援の国際標準化整備

が進んでいる現状を踏まえ、国際的なＡＤ適合性評価・認証の実現に向けた提案を行うことにより、

①いち早くこれらに対応している我が国製品の優位性を確保するとともに、製品・環境・サービス 

の一層のＡＤ化推進およびＡＤ性の向上が期待される。 

②ＡＤ規格に則らずに設計生産される不適切な「ＡＤ製品」が市場に出ることを防止し、時代の要 

請に対応した健全な市場を作ることに有効である。 

③ユーザーに信頼性の高いＡＤ製品情報をわかりやすく提供することで、適切な製品選択の実現が 

可能となり市場の活性化につながる、などＡＤにおける適合性評価の実施効果と実施に向けての

方向性が確認された。具体的には、ＡＤ適合性評価・認証に向けては、評価基準（案）の作成、

国内におけるＡＤ評価試行などの課題が提示された。 

 これら初年度の結論を踏まえ、2013 年度にはＡＤ適合性評価制度指針の国際提案に向けた検討と

して①ＡＤ－ＩＳ規格、ＡＤ－ＪＩＳをベースとしたＡＤ製品評価基準（案）を作成・検討し、②

ＡＤ適合性評価の国内試行を実施、それらの結果を踏まえて、③国際提案原案について検討を行う

こととした。 

 

２．１ ＡＤ適合性評価制度指針の国際提案に向けた検討 

２．１．１ 目的 

高齢化の進展を背景に、高齢者・障害者やより多くの人に対応する製品・サービスの開発を支 

援する国際標準として、我が国が提案し２００１年にＩＳＯ事務局から発行された 「ＩＳＯ／Ｉ

ＥＣガイド７１」（国際標準化機構／国際電気標準会議：規格作成における高齢者・障害者のニー

ズへの配慮ガイドライン：ＩＳＯ／ＩＥＣ ＧＵＩＤＥ ７１ Guidelines for standards 

developers to address the needs of older persons and persons with disabilities）以降、順

次ＡＤ関連の規格が整備されつつある。 

 本章では、それらＡＤ基準の規格化の推進にあわせ、規格化されたＡＤ規格の活用、普及を企図

し、ＡＤ適合性評価、認証における基準としてのＡＤ適合性評価制度の指針の国際提案に向けた検

討を行う。 

 この成果を基礎にＡＤ適合性評価制度の指針の開発、国際提案、さらにはＡＤ適合性評価制度等

の国際的な実現に結びつけることができれば、より多くの製品・環境・サービスのＡＤ化およびＡ

Ｄを志向した製品・環境・サービスのＡＤ性の向上、また消費者にとってはＡＤ性の高い、信頼で

きる製品情報の入手が容易になることが期待される。  

 また、ＡＤ製品の適合性評価・認証制度はＡＤ－ＪＩＳなどの規格に則らない不適切な「ＡＤ製

品」が市場に出ることを防止し、時代のＡＤ要請に対応した、ＡＤ製品の健全な市場を作ることに

有効である。 

 これまでＡＤ分野の国際規格化をリードしてきた我が国は、これら制度の戦略的活用により、日
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本の製品とりわけＡＤ製品の輸出拡大・普及等発展につなげてゆくことを可能にするものであると

考える。 

 これらの実現に向けての要となるＡＤ適合性評価指針の国際提案化に向け、今年度実施した①Ａ

Ｄ関連の国際規格（ＡＤ－ＩＳ）とＡＤ関連のＪＩＳ（ＡＤ－ＪＩＳ）をベースとした製品のＡＤ

適合性評価基準（案）の検討、②ＡＤ適合性評価の国内試行の実施、③国内試行を踏まえた国際提

案原案検討について以下に報告する。 

 

２．１．２ ＡＤ関連の国際規格（ＡＤ－ＩＳ）とＡＤ関連のＪＩＳ（ＡＤ－ＪＩＳ）をベース 

      とした製品のＡＤ適合性評価基準（案）の検討 

 （１）製品におけるＡＤ適合性評価プロセスと評価基準 

 製品のＡＤ側面の適合性評価・認証においても、他の多くの分野の適合性評価・認証と同様に、

ＪＩＳＱ００６７:２００５（適応性評価－製品認証の基礎）に示される製品認証の機能的な段

階である「選択、特性の確定、レビュー（評価）、認証に関する決定、ライセンス授与、サーベ

イランス」という製品認証システム要素が必要となる。 

 ここでは、今回ＡＤ適合性評価の対象とした消費生活用製品におけるＡＤ評価・認証の流れに

おいても「選択、特性確定、レビュー（評価）、認証決定、サーベイランス」に従った、申請―

評価―認証―マーク付与・公表といった流れを念頭に置き、はじめにＡＤ適合性評価の評価基準

（案）について検討を行うこととした。これは、図２－１に示すように、自己認証評価の方式で

あれ、第三者機関による評価の方式であれ、製品のＡＤ性を評価する根拠となる規格（評価基準）

が必要となるためである。 

  

 

 なお本稿における対象は、家電製品、事務機器、ガス石油機器、玩具、包装容器等の消費生活

用製品とする。 

 評価基準（案）の作成に当たっては、昨年度の委員会での議論を踏まえ、多様な使用者にわか

りやすい制度に向けて使用対象者の「心身機能特性に対応した評価」ができることおよび評価の

信頼性を確保するため公的規格や運用実績を有する民間団体規格で用いられている「配慮点や配

慮仕様」を基礎として作成することの２点に留意して事業を進めた。 

（２）製品のＡＤ・ＵＤ評価関連基準の調査―ＡＤ関連の各種民間団体基準と公的規格 

 我が国ではいくつかの業界団体等において、ＡＤ製品（それぞれの業界団体では「ユニバーサ

ルデザイン配慮」、「共遊玩具」、「アクセシビリティを考慮した商品」などと呼んでいる）の評価・

認証・認定等が実施されている。 

これらＡＤ類似の製品評価・認証・認定等の主なものについて概要を以下に示す。 

図２－１ 消費生活用製品のＡＤ適合性評価・認証の流れ（概念図） 
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今回のＡＤ適合性評価基準（案）の作成にあたっては制度としての協力・融合なども念頭に置き、

これらすでに実施して基準内容を参考にした。 

 なお、ユニバーサルデザインとは、「アクセシブルデザインを包含する概念で，すべての人が，

可能な限り最大限まで，特別な改造や特殊な設計をせずに利用できるように配慮された，製品や

環境の設計を指す（ＪＩＳＺ８０７１ ３．２参考２.による）」とされている。 

１）家庭電気製品分野のＡＤ類似関連の評価制度と基準 

家電製品分野では、一般財団法人 家電製品協会が「ユニバーサルデザイン配慮家電製品（高

齢者や障害のある人にも使いやすいと思われる家電製品）」の名称で該当製品の公表を 2000 年か

ら実施している。この制度は、一定の当該団体基準を用いて自己評価し、その結果推薦・申請さ

れた製品をホームページ等で公開、また点字版該当製品リストの発行・配布を行っている制度で

ある。ホームページでは各社推薦のＵＤ製品が映像、音響、家事関連等の分野別に公表され、製

品ごとに「製品名 、型名、希望小売価格、該当するＵＤ配慮点、製品独自のＵＤ配慮点、仕様、

その他」の詳細を見ることができる。 

評価の基準は、当該団体で定めた「高齢者やしょうがいのある人にも使いやすい」と思われる

根拠となる６項目のＵＤ配慮分類と 67 点のＵＤ配慮項目で、これらはホームページ上で公開さ

れている。たとえば、配慮分類「操作が理解しやすい」には配慮項目として「基本機能をスター

ト・停止させる操作部は、他と色調・大きさ・形状などを変えている」など 20 の項目が挙げら

れている。なお、製品種別ごとに必須配慮項目が定められており、それらについては必ず採用さ

れていなければならない。  

家電製品協会で評価に用いている 67 のＵＤ配慮項目を図２－２に示す。 

２）玩具分野のＡＤ類似関連の評価制度と基準 

 一般社団法人日本玩具協会では「共遊玩具」の名称で、ＡＤ・ＵＤ玩具について盲導犬・う

さぎマーク適合商品審査を行っている。共遊玩具とは、目や耳の不自由な子供たちや大人が、そ

うでない人々と一緒に遊べるように配慮された玩具で、目の不自由な人々に配慮のある玩具を

「晴盲共遊玩具」と呼び、適合商品のパッケージには「盲導犬マーク」が表示されている。また、

耳の不自由な人々に配慮された玩具は、パッケージに「うさぎマーク」を表示している。「盲導

犬マーク」は 1990 年３月、「うさぎマーク」は 1992 年から実施されている認定商品はパッケー

ジに当該マークの表示が許可されるとともに、「共遊玩具カタログ」に掲載される。2012 年版の

共遊玩具カタログには、盲導犬マーク商品が 187 点、うさぎマーク商品が 21 点掲載されている。 

認定の方法は、専門家等の製品モニター審査による評価で、合格した商品は商品登録申請の後、

マーク使用承認証が発行され、パッケージにマークを表示することができる。なお、モニター審

査は随時行われる。 

評価基準については、モニター審査の基準となると思われる主な配慮点（例えば「スイッチ類

は触覚にもわかりやすく」など）はホームページに公表されており、共遊玩具ハンドブック（2008

年５月発行）に 10 項目の開発のヒントとしてまとめられている。 

（http://www.toys.or.jp/kyoyu/kyouyu_handbook.pdf） 

例えば、盲導犬マークのおもちゃの主な配慮点としては、●電池を使うおもちゃについて（電

池蓋の位置と開け方が手で触って確かめられる。／電池を入れる方向が手で触って確かめられ

る。）、●スイッチのあるおもちゃについて（スイッチの状態が手で触って確かめられる。／スイ

ッチの「ＯＮ」に「凸」表示がある。）等が掲載されている。なお、玩具業界では、玩具安全マ
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ーク（ＳＴマーク）制度が実施されていることから玩具安全基準（ＳＴ基準）に合格しているこ

とが条件となり、性能・安全性が担保される仕組みとなっている。モニター審査の審査員、審査

方法等についてはホームページには公開されていない。 

なお、この「盲導犬マーク」については「国際共通マーク」として国際玩具産業協議会から承

認され、イギリス玩具協会 （1993 年）アメリカ玩具協会（1993 年）、スウェーデン玩具協会（1994

年）でも実施されるなど認定活動が国際的に広がっている。 

３）情報機器分野のＡＤ類似関連の評価制度と基準 

情報通信機器関連のＡＤ類似関連の評価制度としては、一般社団法人情報通信ネットワーク産

業協会（ＣＩＡＪ)の情報通信アクセス協議会が実施しているＵマーク制度がある。 

 情報通信アクセス協議会は、電気通信設備を、障害者・高齢者を含む全ての人々が円滑に利用

可能なものとする（アクセシビリティを確保する）ことを通じて、我が国の電気通信の均衡ある

発展のために活動する組織で、商品におけるアクセシビリティの普及と利用者が商品選択を行う

際に、アクセシビリティを考慮した商品であることを容易に識別できるようにするために「Ｕマ

ーク」を定めている。 

認証等の方法は製品提供者（製造・販売企業等）が「高齢者・障害者等に配慮した電気通信ア

クセシビリティガイドライン（第２版）」に示している機能に照らして自己責任において評価を

行い、アクセシビリティを考慮した商品であるか否かを判断する。アクセシビリティを考慮して

いることが確認された商品について、商品の提供者はＣＩＡＪのホームページに公表することが

できるとしており、2012 年８月 15 日の時点では４社 44製品が掲載されている。 

 評価基準として用いている電気通信アクセシビリティガイドライン（第２版）には「一般的原

則」、「操作・利用に関する共通要件」、「端末機器の配慮要件」、「電気通信サービスにおける配慮

要件」、「企画・開発・設計・評価における要件」、「サポートに関する要件」が詳細に示されてお

り、さらに付属書として１から４までの表に代表的な端末機器の基本的な操作の手順が示されて

いる。なお、このガイドラインは，「障害者等電気通信設備アクセシビリティ指針」（郵政省告示

第 515 号（1998 年、平成 10 年））の主旨を踏まえ，情報通信アクセス協議会が，自主的な指針と

して電気通信設備及びサービスのガイドラインを定めたもので、第１版は 2000 年７月制定、第

２版は 2004 年５月に改定されている。 
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家電製品協会  UD（ユニバーサルデザイン）配慮項目と UD配慮点 （ http://ud.aeha.jp/ より引用加工、20140220 現在） 

1.操作が理解しやすい 

1-1 基本機能をスタート・停止させる操作部は、他と色調・大きさ・形状などを変えている（必須） 

1-2 主要な操作部は押す、引く、回す等の操作方法が理解できる形状である（必須） 

1-3 つまみやスイッチの動作方向が矢印などで理解できる 

1-4 互いに関連する入/切、強/弱等の操作要素の操作方向に一貫性がある 

1-5 操作部の着脱・開閉が、コツや制約を受けることなくおこなえる 

1-6 ボタンやスイッチが機械式であるので操作したことがわかりやすい 

1-7 選択の基点を、表示や音・クリック感で確認できる（必須） 

1-8 操作の結果や機器の作動を、表示や音・クリック感で確認できる 

1-9 操作の結果や機器の作動を視覚と聴覚など２つ以上の方法で確認できる 

1-10 光るボタンで次に操作するボタンがわかりやすい 

1-11 操作に慣れていない方にも、音声ガイダンスで次に行うべき操作がわかりやすい 

1-12 選択している項目名や表示された内容を音声で読上げる 

1-13 操作する順番にボタンが並んでいる 

1-14 視覚的、聴覚的、触覚的など２つ以上の方法で使い方をガイドしている 

1-15 点字の取扱説明書あり 

1-16 クイックガイドなど簡易な取扱説明書あり 

1-17 ＣＤ・ＭＤやセットテープなどによる音声の取扱説明書あり 

1-18 ＤＶＤ・Web やビデオテープなどによる映像の取扱説明書あり 

1-19 取扱説明書は大きな文字や図解で表示している 

1-20 お客様ご相談窓口の連絡先が機器本体やリモコンなどに表示されている 

2.表示と表現がわかりやすい 

2-1 主要な操作ボタンは、形状・大きさ・色調・配置・文字などの工夫で他との違いを確認できる（必須） 

2-2 本体やリモコンの表示は、光るなど暗いところで見やすく配慮している 

2-3 主要な操作ボタンの文字や図記号は識別しやすい大きさ・配色・コントラストなどになっている（JIS などに準拠）（必須） 

2-4 表示文字は識別しやすい書体・文字間隔・線の太さなどになっている（JIS などに準拠） 

2-5 操作部を色で識別するカラーボタンは、色名も表示している 

2-6 規格化されている用語や図記号を使用している 

2-7 視覚的な表示の他に、音や音声・凸記号・点字などでも表現している（必須） 

2-8 報知音は聞き取りやすい周波数（２ＫＨｚ近傍）になっている 

2-9 音声ガイドは明瞭で、スピード・音量・長さなどを工夫している 

2-10 報知音や音声ガイドの音量調整や消音ができる 

2-11 操作の状況や製品の状態を、メロディや効果音などで確認できる 

2-12 音に替わる光や振動などで知らせる 

2-13 主要な操作ボタンの近くに点字表示がある 

2-14 基本機能をスタートや、スタート/停止させるボタンに凸点表示がある（必須） 

2-15 基本機能を停止や終了させるボタンに凸バー表示がある 

2-16 標準ポジション、テンキーの５など基準を示す部分に凸点表示がある（必須） 

2-17 シート状の操作部は、表面が凹凸で押す位置が触覚的に識別できる 

2-18 ボタンは機能ごとに異なった形状や凸図記号により触覚で識別できる 

3.楽な姿勢と動作で負担なく使える 

3-1 体型・体力に係わりなく使いやすい（必須） 

3-2 椅子や車椅子を使用しても操作できる 

3-3 両手を使わず片手のみでも操作できる 

3-4 操作部の高さ・大きさ・配置などの工夫により操作できる（必須） 

3-5 操作部は使用頻度や操作手順を考慮して配置している 

3-6 操作部は機能ごとに大きさや形状・色調でグループ化し配置している 

3-7 主要操作はリモコンで遠隔操作ができる（必須） 

3-8 取っ手・指かけ部・キャスター等、持ち運び・設置・移動が楽に行える 

3-9 大形ボタンで、指以外でも操作ができる 

3-10 操作部は、滑り止めが付いていたり指がかりのよい形状となっている 

3-11 操作部は、適度な力で操作ができるよう、形状・大きさ・材質などを工夫している 

3-12 センサーなどで自動的に作動できる（必須） 

4.動きやすいなど使用に配慮している 

4-1 使用者が動きやすいように、取っ手や手すりが適切な場所についている 

4-2 人の移動を阻害する出っ張りや突起物がない、または収納できる（必須） 

5.誤操作防止など安全に安心して使える 

5-1 不用意な操作を避けたい操作部は、他の操作部と離している 

5-2 不用意な操作を避けたい操作部は、ロック機構やカバーが付いている（必須） 

5-3 誤操作した場合は、直ちに表示や報知音・ランプなどで知らせる 

5-4 誤操作した場合は、少ない手順で元の状態へ復帰したり、やり直しができる（必須） 

5-5 切り忘れた場合にも自動的に停止する機能がついている（必須） 

6.手入れがしやすいなど長く使える 

6-1 製品本体の手入れや掃除に工夫や特長がある 

6-2 片付けが容易で収納がしやすく、取り出しやすい機能がついている 

6-3 工具を使わずに交換できるなど、消耗品・交換部品の交換（取替え）に工夫がある 

6-4 消耗品・交換部品の品番を本体に表示するなど、入手しやすい工夫がある 

6-5 お手入れや消耗品の交換時期を音や光などで知らせる 

6-6 セルフクリーニングなどメンテナンスが楽にできる 

6-7 包装は、梱包手順などの記載があり、開封や保管がしやすい 

6-8 包装部材を廃棄する時、手順などの記載があり、分別が簡単である 

6-9 場所や使用者など環境が変化したときの再設定方法に配慮がされている 

6-10 組み立てや接続・設置方法が、包装や個別の説明書きに記載されている 

 

＊なお、各項目の末尾に（必須）と記載があるものは、この表で付加したもので、何らかの製品群で必須とされているものであり、すべての家電製品に（必須）という意味ではない。 

  図２－２ 家電製品協会で評価に用いているＵＤ配慮項目 
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４）ＡＤ関連の公的規格－ＩＳＯ、ＪＩＳ 

ＩＳＯ等国際標準化機関によって定められ発行されているＡＤ関連の規格、及び審議中の規格

は以下の通りである。また、高齢者・障害者配慮設計指針としてＪＩＳで規格化されているＡＤ

関連規格は 2014 年現在 35 規格に上る。 

①ＩＳＯですでに発行されている規格 

１．ＩＳＯ/ＩＥＣ ＧＵＩＤＥ７１：2001  Guidelines to address the needs of older    

  persons and people with disabilities when developing standards（高齢者及び障害の 

ある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針）に対応するＪＩＳＺ８０７１現在改訂中。  

２．IＳＯ ２４５００：2010 Auditory signals for consumer products（消費生活製品の報知 

音）に対応するＪＩＳＳ００１３  

３．ＩＳＯ ２４５０１：2010 Sound pressure level of auditory signals for consumer  

products（消費生活製品の報知音－妨害音及び聴覚の加齢変化を考慮した音圧レベル）に   

対応するＪＩＳＳ００１４    

４．ＩＳＯ ２４５０２：2010 Age-related luminance contrast （年代別相対輝度の求め方及 

び光の評価方法に対応するＪＩＳＳ００３１   

５．ＩＳＯ ２４５０３：2011 Tactile dots and bars on consumer products （消費生活製品 

の凸記号表示）に対応するＪＩＳＳ００１１   

６．ＩＳＯ １１１５６：2011 Packaging – General requirements （包装・容器）に対応する 

  ＪＩＳＳ００２１）    

７．ＩＳＯ １７０４９：2013 Accessible design -- Application of braille on signage,  

equipment and appliances（アクセシブルデザイン－標識，装置及び器具への点字の適用）

に対応すルＪＩＳＴ０９２１ ＪＩＳＴ０９２３）    

また、規格化に向けてＴＣ１７３／ＳＣ７およびＴＣ１５９ において審議中のテーマは以下

のとおりである。 

②ＴＣ１７３／ＳＣ７において審議中のテーマ 

１．Consideration for assistive products and accessible meeting （アクセシブルミーティ 

  ング）  

２．Shape, color and arrangement of toilet flushing button and call button and arrangement  

  of paper holder （公共トイレにおける便房内操作部の形状，色，配置及び器具の配置） 

３．Design principles for communication support board using pictorial symbols  

 （コミュニケーション支援用絵記号デザイン原則）  

４．Information contents, figuration and displays of tactile guide maps（触知案内図の 

  情報内容及び形状並びにその表示方法）  

５．Auditory guides in public space （公共空間に設置する移動支援用音案内 ＪＩＳ未制定） 

③ＴＣ１５９ において審議中のテーマ 

１．Sound pressure levels of spoken announcements （消費生活製品の報知音－妨害音及び聴 

  覚の加齢変化を考慮した音圧レべル） 

２．Color combination for younger and older people （視覚表示物－年齢を考慮した基本色 

  領域に基づく色の組合せ方法）  

３．Minimum legible font size for people at any age（日本語文字の最小可読文字サイズ推 
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  定方法）  

４．Guidelines for designing tactile symbols and letters （触知図形の基本設計方法） 

５．Indicator lamps on consumer products （報知光 ＪＩＳ未制定）  

 

 今回の消費生活用製品を対象としたＡＤ適合性評価の基準は、上掲のＩＳＯで「高齢者及び障

害のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針」として規格化されているＩＳＯ/ＩＥＣ 

ＧＵＩＤＥ７１：2001 をベースとして、すでにＩＳＯで発行している上掲２～７の規格、及び日

本工業規格として規格化されている下記の 22 のＪＩＳを引用しながら作成することとした。 

④ＡＤ‐ＪＩＳのうち本評価基準（案）作成の基礎とした規格 

□基本規格   

ＪＩＳＺ８０７１高齢者及び障害のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針 

□視覚的配慮   

ＪＩＳＳ００３２高齢者・障害者配慮設計指針－視覚表示物－日本語文字の最小可読文字サイズ 

推定方法 

ＪＩＳＳ００３３高齢者・障害者配慮設計指針－視覚表示物－年齢を考慮した基本色領域に基づ 

く色の組合せ方法  

□触覚的配慮   

ＪＩＳＳ００１１高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品における凸点及び凸バー 

ＪＩＳＳ００５２高齢者・障害者配慮設計指針－触覚情報－触知図形の基本設計方法 

ＪＩＳＴ０９２１高齢者・障害者配慮設計指針－点字の表示原則及び点字表示方法－公共施設・ 

設備  

ＪＩＳＴ０９２３高齢者・障害者配慮設計指針－点字の表示原則及び点字表示方法－消費生活製

品の操作部 

□聴覚的配慮   

ＪＩＳＳ００１３高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品の報知音 

ＪＩＳＳ００１４高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品の報知音－妨害音及び聴覚の加齢 

変化を考慮した音圧レべル 

ＪＩＳ未制定 消費生活製品の報知光（ＩＳＯ提案済） 

□包装・容器   

ＪＩＳＳ００２１高齢者・障害者配慮設計指針－包装・容器 

ＪＩＳＳ００２２－３高齢者・障害者配慮設計指針－包装・容器－触覚識別表示 

ＪＩＳＳ００２２－４高齢者・障害者配慮設計指針－包装・容器－使用性評価方法 

ＪＩＳＳ００２５高齢者・障害者配慮設計指針－放送・容器－危険の凸警告表示－要求事項 

□消費生活用品   

ＪＩＳＳ００１２高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品の操作性 

□情報通信   

ＪＩＳＸ８３４１－１高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及 

びサービス－第１部：共通指針  

ＪＩＳＸ８３４１－２高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及 

びサービス－第２部：情報処理装置 
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ＪＩＳＸ８３４１－３高齢者・障害者配慮設計指針―情報通信における機器，ソフトウェア及び 

サービス－第３部：ウェブコンテンツ 

ＪＩＳＸ８３４１－４高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及 

びサービス－第４部：電気通信機器 

ＪＩＳＸ８３４１－５高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及 

びサービス－第５部：事務機器  

ＪＩＳＸ８３４１－７高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及 

びサービス－第７部：アクセシビリティ設定 

□施設・設備   

ＪＩＳＳ００２４高齢者・障害者配慮設計指針－住宅設備機器 

 

（３）評価基準（案）の作成 

１）評価基準（案）作成の考え方と手順 

高齢者・障害者等多様な心身機能特性をもつ人々にとって使いやすい製品には、使いやすさに

対応した様々な配慮や工夫がある。これらの配慮や工夫は、製品開発者が意図して設計したもの

と意図しなかったが結果的に使いやすさに寄与しているものがある。また、配慮といわれている

ものでも対象者によっては実効性のない場合もある。 

ここでは、すでに実施されている上述の民間諸団体の評価基準を参考にしながら、標準化されて

いるＩＳあるいはＪＩＳ等公的な規格の要件項目をピックアップして、これらをすでに一定の評

価がなされている信頼できるＡＤの評価基準項目として使用することとした。なお、評価基準項

目の調査・抽出および作成した評価基準（案）の製品への適用試行にあたっては、一般財団法人

家電製品協会の協力を得て実施した。 

 具体的方法としては、ＡＤ―ＪＩＳに記述されている要件項目を抽出する。そののち、それら

項目に示される要件が、①数値等適正値あるいは推奨値やその範囲が示されている要件、②目視

等で確認が可能な要件、③解釈等を加えることにより評価可能になると思われる要件を選択して

今回の評価基準項目を設定する。 

以下に、ＪＩＳから抽出した寸法等の推奨値が設定されている項目の事例を示す。 

 例えば、家電製品の操作ボタンなどにみられる凸点や凸バーは、視覚に頼らず触覚でも識別で

きるため、目の見えない、見えにくい人々にとって重要な識別記号となっている。この配慮要件

については「ＪＩＳ Ｓ ００１１高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品における凸点及び

凸バー」に記載があり、これをもとに以下のように評価基準項目化した。 

①評価基準（案）の事例 

◇分類：製品/表示 触覚記号 

◇要件項目：基本機能を停止や終了させるボタンに凸バー表示があること。 

 ◇根拠となるＪＩＳ： 

   ＪＩＳ Ｓ ００１１ 本文 ３．２操作部の機能識別のための凸点及び凸バー 

   ３．２．１ 機能を開始又は停止／キャンセルする操作部 

   製品の基本機能を開始させる操作部には凸点とし，製品の基本機能を停止／キャンセルさせ 

る操作部には凸バーを表示する。 

   基本機能の開始,停止を兼用する入切スイッチなどの操作部には凸点だけとする。 
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  ４ 凸点及び凸バーの位置 

  ４．１ 一般 

   いかなる場合でも，凸点及び凸バーは触覚によって，簡単かつ明瞭に認識できなければなら 

   ない。 

  ４．２ 表示位置 

   凸点及び凸バーの表示位置は，操作部上（押したときに有効に機能する箇所）に直接表示す 

   ることが望ましい。 

  ５ 凸点及び凸バーの寸法及び形状 

  ５．２ 凸点の寸法及び形状 

   凸点の寸法及び形状は，図２.凸の上面図，図３.凸の側面図及び表1.凸点の寸法によること 

が望ましい。（図および表は省略するが、直径は0.8～2.0等と記載されている） 

   また、これらＪＩＳから抽出した評価基準項目をガイド７１で示されている１～７の表や心 

身機能分類を参考に分類・整理して「消費生活用製品のＡＤ適合性評価基準（案）」を作成す 

ることとした。 

 ガイド７１には「製品やサービスや環境を利用する際に必要となる要素と，様々な能力（心身の

機能等）もつ人々とのかかわり」が表１～表７に示されている。 

表とその内容は次のとおりである。 

表１：情報；表示，注意表示，警告 

表２：包装；開閉，使用，廃棄 

表３：素材 

表４：取付け 

表５：ユーザーインタフェース；取扱い，操作具，フィードバック  

表６:保守，保管，廃棄 

表７：構築環境（建物等）  

本事業では、表の分類と内容を参考に、ユーザーの使用手順に合わせた以下の７分類を使用する

こととした。 

０．事前提供情報・配慮情報 

１．情報 （取扱説明・取扱説明書など） 

２．包装・容器（包装容器の表示・警告表示、開封、収納、廃棄など）  

３．製品（安全 、使用上の配慮、移動・運搬・設置 、組立・接続） 

４．製品・表示（表示の配慮、触覚記号、音・音声、光） 

５．製品・操作（初期設定、操作要素、案内、確認 、誤操作防止、交換） 

６．保守・管理・廃棄 

 

②心身機能特性の分類 

ＡＤ製品に関する規格が整備され、これらの規格を活用して開発・製品化されたＡＤ製品の市場

規模は2010年度３兆6000億円を超え、経済産業省が調査を開始した16年前の7.5倍に伸びている。 

しかし、高齢者及び障害のある人の団体・個人からは、「自分たちが使える製品がどれであるか分

からない」、「誰もが使えるユニバーサルデザインと謳われていても、購入したら自分の障害には対

応していなかった」等の不満の声が多く挙がっている。 
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高齢者及び障害のある人を含む、より多くの人たちが自分に適した製品を正しく選択でき、また

対象ユーザーを明確にした製品開発・流通・情報提供を企業が行えるようにするために、ＡＤ適合

性評価に関しても使用対象者の心身機構特性に応じた評価が必要である。 

心身機能特性の分類にあたっても、以下に示すガイド７１の分類を基本として用いることとした。 

ガイド７１における人の能力の分類 

人の能力（心身の機能等） 

  感覚：視覚/聴覚/触覚/味覚・嗅覚/平衡感覚 

  身体：（手の動きの）自由さ/操作/動作/筋力/発声 

  認知：知的能力・記憶/言語・読み書き 

  アレルギー：接触・食物・気道 

（ただし、章末資料１に示す評価基準（案）においては検討途中で用いていた「健常/視覚（全盲）

/視覚（弱視）/聴覚（聾）/聴覚（難聴）/手指/車いす使用/高齢」で記載してある） 

２）評価基準（案）の作成 

消費生活用品のＡＤ性を評価するため、各種規格を基礎に作成した評価基準（案）を章末の資料

１に示す。ここでは、各要求項目を以下に示す分類によって構成し、各項目ごとに＋２ポイントか

ら－２ポイントまで５段階で対象者への配慮の寄与度を記載した。 

全体の構成目次は以下のとおりである。 

①評価基準（案）の項目目次（分類・グループの後のカッコ内は含まれる要求項目数） 

０. 製品の配慮 

  ０－０ 製品の配慮（12） 

  ０－１ 情報・表示 購入前情報 （３） 

①情報  

  ①－１ 取扱説明・取扱説明書（７） 

②包装・容器 

  ②－１ 製品包装容器 表示（５）   

  ②－２ 製品包装容器 開封、収納、廃棄（８） 

③製品 

  ③－１ 製品   全般・安全 （15）  

  ③－２ 製品の 移動・運搬・設置 （８） 

  ③－３ 製品の 組立・接続（15）      

④製品・表示 

  ④－１ 表示 製品・各部（18） 

  ④－２ 表示  触覚記号（９） 

  ④－３ 表示 点字（５）      

  ④－４ 表示・報知 音・音声（10）  

  ④－５ 表示・報知 光 （５） 

⑤製品・操作 

  ⑤－１ 操作 操作全般/初期設定・登録 （９）   

  ⑤－２ 操作要素 位置・配置（13） 

  ⑤－３ 操作要素 形状・仕様（13）   

  ⑤－４ 操作 案内・誘導（６）    

  ⑤－５ 操作 操作と操作表示（４） 

  ⑤－６ 操作 製品の状態・操作の確認 （８）  

  ⑤－７ 操作 自動化 （４）    

  ⑤－８ 操作 誤操作防止・操作復帰・初期化（５）    

⑥保守・管理・廃棄 
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  ⑥－１ 保守 消耗材・部品交換 （５） 

  ⑥－１ 管理・廃棄 （７） 

②評価基準（案）の項目の内容 

製品に対するＡＤ要求事項の事例を、④製品・表示の④－２ 表示  触覚記号で見ると、以下の項

目内容となっている。 

④製品・表示 

  ④－２ 表示  触覚記号 

  ④－２－１配慮としての、凸点凸線、その他触覚記号の表示 

項目１． 

配慮内容：視覚でも触覚でも理解できるように文字や図記号の立体表示や凸記号・点字など触覚記 

           号でも表現している 2/3（図2－2参照 家製協リスト/2-7）    

基準：ＪＩＳＳ００１２ ５.５．１ｅ）視覚表示の他に，必要に応じ触覚による認知のために触 

   覚記号等による表示も考慮する。 

       ＪＩＳＳ００１２ ５．５．１ ｆ）視覚的な表示の他に，必要に応じ聴覚による認知の 

ために音・音声による表示も考慮すること。     

   

項目２ 

配慮内容：触知図形の形状や大きさは，線幅，高さなどを考慮して，触知しやすい適切な形状や大 

          きさとする。（図2－2参照 家製協リスト/2－18）  

基準：ＪＩＳＳ００５２一触覚情報一触知図形の基本設計方法４．２ 触知文字の種類及び要件、 

４．３ 触知図形の大きさｃ)触知文字の大きさは，特に指定しない限り15mm～45mmの範囲で

設計することが望ましい。ｂ)触知図形の線幅は，特に指定しない限り，おおむね触知図形

の大きさの1／10を目安とし，更に0.5mm～3.0mmの範囲で設計することが望ましい。b）触知

図形の高さは，特に指定しない限り，0．3mm～1．5mmの範囲とすることが望ましい。ｃ)触

知経験の少ない高齢者に対しては，特に指定しない限り，触知図形の大きさは４．３で規定

する大きさの1.5～2.0倍にすることが望ましい。家製協/2-18 ボタンは機能ごとに異なっ

た形状や凸図記号により触覚で識別できる   

項目３． 

配慮内容：シート状の操作部は、表面が凹凸で押す位置が触覚的に識別できる２／２（図２－２参 

照家製協リスト/2－17） 

基準：ＪＩＳ Ｓ Ｓ００１２ ５.５．５ ５）シート状のキーのような操作部分は，表面に凹 

凸，凸記号などを付け，押す位置が触覚的にも判別できるようにすること。   

項目④.（数字が○で囲われている項目は、あればよりよいという推奨項目あるいは製品分野に独 

   自の配慮である付加項目の意味である） 

配慮内容：点字や凸図シートなどの触覚で理解できるシールや資料を作成し希望者に配布する。（点 

          字、イラスト、大きなひらがな）   

基準：玩具協会共遊玩具基準による     

項目５． 

配慮内容：標準ポジション、テンキーの５など基準を示す部分に凸点表示がある（多数並列操作部   

      分は中央）（寸法もＳ００１１ ５.で形状・寸法確認のこと）（2－16）   

基準：ＪＩＳ Ｓ００１１ ３３．３ 位置情報のための凸点及び凸バー配列式操作部については、 

操作を容易にするために，操作の基準となり得る操作部に凸点又は凸バーを表示する。 

      関連：玩具－１.操作部の触覚表示、１－２.電話玩具等の「10キー」の「５」に凸点を入れ 

る（寸法もＳ００１１ ５.で形状・寸法確認のこと）"    

項目６． 

配慮内容：基本機能をスタートや、スタート/停止させるボタンに凸点表示がある（寸法もＳ００ 

１１  ５.で形状・寸法確認のこと）（図２－２参照 家製協リスト/2－14） 

基準：Ｓ００１１ ３．２.１３．２３．２．１ 機能を開始又は停止／キャンセルする操作部 

     製品の基本機能を開始させる操作部には凸点とし，製品の基本機能を停止／キャンセルざせ 

る操作部には凸バーを表示する。基本機能の開始，停止を兼用する入切スイッチなどの操作 
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部には凸点だけとする。 

      玩具－1.操作部の触覚表示 、１－１.スイッチの「ON側に」凸点を入れる。  

項目７． 

配慮内容：基本機能を停止や終了させるボタンに凸バー表示がある（寸法もＳ００１１ ５.で形 

状・寸法確認のこと）（図２－２参照 家製協リスト/2-15 ）    

基準：Ｓ００１１ ３．２.１３．２ 操作部の機能識別のための凸点及び凸バー３．２．１ 

機能を開始又は停止／キャンセルする操作部  製品の基本機能を開始させる操作部には

凸点とし，製品の基本機能を停止／キャンセルさせる操作部には凸バーを表示する。基本機

能の開始，停止を兼用する入切スイッチなどの操作部には凸点だけとする。 

項目８． 

配慮内容：増加／減少機能をもつ操作部については，操作部の“増加側”に凸点を表示する。（寸 

          法もＳ００１１ ５.で形状・寸法確認のこと）     

基準：３．２．３ 増加／減少機能をもつ操作部増加／減少機能をもつ操作部については，操作部 

の“増加側”に凸点を表示する。また，増加／減少機能をもつ操作部が複数並んでいる場

合，凸点を表示する操作部を選択することができる。      

項目９． 

配慮内容：その他の独自配慮（   記入欄     ）     

基準：参考／玩具－１.操作部の触覚表示 １‐３.簿リューム・増減スイッチに、大きさの異な 

      る凸表示をする。 

       参考／玩具－３.電池蓋と電池ボックスへの触覚表示  ３－１電池蓋のビス穴の周囲にリ 

       ング状の凸表示をする。     

以上触覚記号表示の項目を例示したが、触覚記号でも点字表示について別に「④－３ 表示 点

字」の項を設けているので、除外してある。 

なお、上記項目構成に含まれる例示したような要件項目数は全部で194項目となっている。評価基

準（案）の抜粋（一部)を章末の資料１に示す。 
 

２．１．３ ＡＤ適合性評価の国内試行の実施 

 作成した評価基準（案）の問題点や課題の把握するため、評価基準（案）を用いた評価試行を実

施した。試行にあたっては一般財団法人家電製品協会の協力をえて、製品提供を受けた①液晶カラ

ーテレビ、②ジャー炊飯器、③オーブンレンジを評価対象製品として用いた。また、評価試行の際

には、障害当事者モニターとして、視覚障害（全盲、弱視）２名が参加した。 

（１）試行における問題点・課題・要望 

評価試行によりあげられた評価基準(案）および評価制度への問題点、課題点また要望等のコメ

ント及びそれらに対する提案を以下に示す。 

１）評価対象範囲（製品と製品の使用環境） 

    ・製品にかかわる部分だけをＡＤ評価の対象にすべきである。  

・製品にかかわる使用環境の注意事項等は、取扱説明書に危険項目として入れてはどうか。 

・製品だけでなく、製品に関連する部分も評価のウエイトを低くして入れてもいい。 

・製品本体以外はＡＤ評価には入れないで、公表資料には入れて公表する方法もある。 

  ◆対応の方向性→ＡＤ評価の対象は「製品」とし、製品情報、サービス窓口など周辺部分について  

        は参考的な扱いとする。 

   ２）対象者分類と配慮 

（健常） 

・「誰に配慮しているか」のところだが、健常者に配慮はいるのか。 

   ・特定の機能に特化したら健常者に使いにくくなるということがある。チェックする機能とし
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て「健常」を残すという意味もある。 

  （高齢） 

  ・高齢者については、記憶力低下の問題がある。新しいものに対応する力、反応速度の衰えな 

   どもある。機能別にした方が良いのか。事務局で、「高齢」を入れると困ることはあるか。 

   →配慮項目のほとんどが「高齢者」に該当し、分類自体があいまいさを含んだものになる。  

  ・高齢者というのは、体の機能が全体的に低下している。全体的というのが特徴だ。身体機能 

   となると千差万別で書ききれない。 

（弱視） 

・弱視への配慮と言ってもいろいろなので、例えば「視力 0.01 の人に配慮しました」といっ   

 た基準などがあるといい。 

（聴覚） 

・取扱説明書について、文字で書かれているものを十分読める聴覚障害者は少数だと思う。手 

話で表現されていればわかるので、そのような配慮があればよい。 

  （外国人） 

・東京オリンピック・パラリンピック開催が決まり、2020 年までには障害者、他の言語の方が  

 日本に来られて、情報にアクセスすることになる。外国人についても配慮してほしい。 

  （新分類：障害イメージではなく、わかりやすい製品使用機能による分類） 

・分類は、通常の製品を扱う時の「見る・聞く・触る・操作する」というところで分けてそれ 

 を使うときは（操作を）階層に分けるなどで、あまり細かくは分けないでいいのではないか。 

  ◆対応の方向性→製品と心身機能特性別分類を対応させて評価を行う。 

     「高齢者」といった何を含んでいるかわかりにくい、あいまいな分類表現は使用しない。 

     たとえば、心身機能特性別分類の事例として、視覚（まったく見えない、見えにくい）、 

     聴覚（聞こえない、聞こえにくい）、身体（上肢の不自由、下肢の不自由）、認知などの 

     分類を検討。 

    （現段階では、資料３－５「ＡＤ適合性評価基準案（第２次試案）」の心身機能特性分類 

は変更していない） 

３）評価基準案（試案）の評価項目 

   （配慮点での評価） 

・評価項目を配慮点・配慮内容で作成しているのはよい。 

・評価項目には、当該製品が持っていてほしい内容と「あればよりよい」項目があり、分ける 

 べきである。 

・評価項目は内容的に必須項目・要求項目と推奨項目・付加項目になる。評価結果のウエイト 

 付けや結果のまとめでは分けて考える必要がある。 

  ・項目は内容的な分類はせず、ウエイト付けで対応可能と思う。 

  （独自配慮の評価） 

・現行試案の基準項目は、実現されている配慮点で作成されている。新規の独自な配慮を評価 

 できるようにしてほしい。 

 （評価項目数） 

 ・現行試案の項目数は約 200 あり、多すぎる。 

 （具体的項目について） 

  取扱説明書 

・取扱説明書の「書」が気になる。情報通信分野の例（「アイポッド」）では取扱説明書がない、
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ＡＤ配慮しているので不要だし、製品のウェブサイトからでも質問してくださいという考え

でいる。 

・本当は、説明書はなくても使い方が分かるようになっているのがＡＤなのではないか。 

  ◆対応の方向性→意見を参考にしながら、項目を必須的要求項目と推奨的要求項目に分ける。 

     配慮項目のうち、推奨的項目（あればより良い配慮）については章末の附属書Ａ評価基 

     準（案）に一部を示したが当該表中の項目番号を〇で囲った。 

     独自の配慮を評価できるようにすべての項目に独自配慮の記入欄を設ける。 

４）評価基準案（試案）の評価結果と公表 

 （評価結果の処理） 

  ・項目毎に対象特性への影響度が異なる。項目グル―プごとに対象心身特性別のウエイトをつ 

   けて得点化するとよい。 

  ・結果評価でマイナス点表示があるが、配慮がマイナスにつながるマイナス表示というのも意 

   味がある。 

・マイナス点だが、それがあるだけですべてダメになるマイナス点もある。 

・評価方法によるが、単機能のものほどよい点数にならない。多機能は得点がよくなる。 

 （公表） 

・製品ごとにどこに配慮があるのかわかるような公表方式を検討してほしい 

・評価基準でチェックした結果の表を見ればＡＤ製品のポイントがわかるようにしたい。 

  ・製品配慮のどこに力点があるかがわかるとよい。レーダーチャート的なものがいいと思う。 

 ・独自配慮は申請者が何項目でも記入し、公表すればいい。 

  (マーク表示) 

   ・特定の対象者マークを付けると、対象者以外は関係ないと思われてしまう。 

  ・実際には他の人にも使えるものに特定向けの表示をすると情報が止まってしまう。（ユー 

     ザーの範囲を）狭くすると広がっていかないという問題がある。 

  ・マークをつけることが重要ではなく、ユーザーにどう伝えるかだ。 

   ・マークをつけるとそれを信じられてしまうことから、クレームもある。  

   ・マークについてだが、ＡＤの下に障害の種類を表す文字がある。「（健常者の）健」はない。 

  この製品に「視」がついていると健常者と視覚障害者が使えるのだなと思うようになるのでは 

  ないか。 

  普通の製品にこのマークがついているのが良いのではないか。 

  ◆対応の方向性→資料３－６に示すものなど、製品の配慮内容が把握しやすい処理方法を検討。 

 ５）制度関連 

 （自己適合宣言） 

・自己適合宣言の場合「ＪＩＳ Ｑ １０００適合性評価－製品規格への自己適合宣言指針」に

沿って行うが、作業が煩雑。ウェブコンテンツの場合も、準拠という表現で「自己適合」まで

にはしていない。自己適合宣言だけでなく幅を持たせることも必要。 

・ＪＩＳで認定するとなると工場までを認定することになり、中小企業にとって難しい。 

 (サーベイランス) 

  ・認証後の確認に試買テストがあるが、「年１回の試買テスト」は難しい。「必要に応じ」くら 

  いでいいのではないか。 

 ◆対応の方向性→自己認証には幅を持たせた制度とする。評価項目数や認証後の確認も含め、        

できるだけ申請者に負担の少ない方法とする。 
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２．１．４ 国内試行を踏まえた国際提案原案（案）の検討 

 本年度行ってきた①ＡＤ関連の国際規格（ＡＤ－ＩＳ）とＡＤ関連のＪＩＳ（ＡＤ－ＪＩＳ）を

ベースとした製品のＡＤ適合性評価基準（案）の検討、②ＡＤ適合性評価の国内試行の実施を踏ま

え、消費生活用製品ＡＤ適合性評価指針の国際提案原案の作成を行った。 

 ＡＤ全般に関する認証制度は未だどの国も有していないため、各種ＡＤの標準化をいち早く実践

し国際提案してきた日本がリードし国際標準化を目指すべきものであることによる。ＡＤ製品の適

応性評価が国際標準化にされることにより、ＡＤ製品を世界に先駆けて開発・流通してきた日本の

多くの業界・企業で開発してきているＡＤ製品が国際的な普及が期待できる。 

 ＡＤの適合性評価指針の国際提案においては、各国及び国際的なＡＤ標準化規格の規格化状況、

各国のＡＤ製品の開発・普及状態、各国の高齢者・障害者の生活の状況等を踏まえて原案作成を行

うことが必要である。そこでここでは、各国で共通の理解が得られるＡＤ適合性評価のポイントを

①製品の「高齢者・障害者が使いやすい配慮（配慮点や配慮仕様）」をＡＤ規格から抽出して評価

項目を作成することおよび②評価においては対象者の心身機能特性ごとに評価を行うこととして、

「ＪＩＳＱ００６０ 適合性評価―適正実施規準」を参考に多くの部分を引用しながら一部をＡＤ

適合性評価向けに修正し検討用の原案（案）として作成した。 

 作成した検討用の｢高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活用製品のアクセシブルデザイン適合

性評価－実施指針（案）｣原案を章末資料２に示す。 

 

２．２ 今後の課題とまとめ 

 昨年度本委員会の討議を受け、本年度は①ＡＤ関連の国際規格（ＡＤ－ＩＳ）とＡＤ関連のＪＩ

Ｓ（ＡＤ－ＪＩＳ）をベースとした製品のＡＤ適合性評価基準（案）の検討、②ＡＤ適合性評価の

国内試行の実施、③国内試行を踏まえた国際提案原案検討について作成、検討を行った。 

 その結果、章末資料に示すＡＤ適合性評価基準（案）および国内試行を踏まえた国際提案原案（案）

を作成することができた。 

 ＡＤ適合性評価基準（案）については、今回の試行でのコメントを踏まえて改良を加えるととも

に、更に各種の消費生活用製品へ適用・試行を行って完成度をあげることで消費生活用製品のＡＤ

認証に繋げていきたい。また、今回作成した国際提案原案（案）についても、国際的なＡＤ適合性

評価・ＡＤ製品認証の実現を念頭に検討していきたい。 
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                                         資料１   ＡＤ適合性評価（案）（一部のみ掲示） 
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資料２ 国際提案原案（案）｢高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活用製品のアクセシブルデ            

ザイン適合性評価－実施指針（案）｣ （本案ＪＩＳＱ００６０ 適合性評価―適正実施規準を

参考にし、多くの部分をＪＩＳ Ｑ ００６０を引用して作成した原案（案）である。） 
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＊＊工業規格                             
＊IS     

X 0000：2014 

 

高齢者・障害者配慮設計指針－ 

  消費生活用製品のアクセシブルデザイン       

適合性評価－実施指針（案） 
Guidelines for older persons and persons with disabilities- Conformity 

assessment for accessible design of consumer products －Code of good 

practice 
 
序文 
 

この規格は、消費生活用製品を対象に、アクセシブルデザイン（以降ＡＤと略記）の側面から

適合性評価を行う場合に必要とされる事項に関する指針である。 

本指針に基づき適正に実施された消費生活用製品のＡＤ適合性評価はＡＤ製品認証等につな

げることが可能であり、その結果として①多様な心身特性を有する人々のニーズを考慮した製品

選択を支援するとともに、②ＡＤ規格に則らずに設計生産される粗悪な「ＡＤ製品」が市場に出

ることを防止する一方、多くの製品・サービスにおけるＡＤ化推進およびＡＤ性のさらなる向上

により市場の信頼獲得が実現できる。これらは高齢者や障害のある人々の生活におけるアクセシ

ビリティを改善するために重要である。 

なお、ここでいうＡＤ適合性評価とは、製品・環境又はサービス等を対象に、ＡＤに関する規

定された評価事項を満たしていることを実証する活動である。 

 
１ 適用範囲 

この規格は，消費生活用製品を対象としたＡＤ適合性評価のプロセス、ＡＤ評価規準、機関及

びＡＤ適合性評価結果に関しての適正な実施について推奨する事項を規定する。 

この規格は，ＡＤ製品の開発及び普及にかかわる適合性評価サービスの提供，促進又は利用を

望む個人や機関による使用を意図している。 

この規格の使用者には，規制当局，貿易当局，試験・検査機関，製品認証機関，要員認証機関，

認定機関，適合宣言を提供する組織，適合性評価システムの設計者・管理者，並びに適合性評価

の使用者が含まれる。 

この規格は，国際レベル，地域レベル，国内レベル及び準国内レベルでのＡＤ製品の普及を支

援する目的で作成されている。 

 
２ 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。

これらの引用規格は，その最新版（迫補を含む。）を適用する。 

JISＱ0060 適合性評価―適正実施規準 

JISＱ17000 適合性評価一用語及び一般原則 

JISＺ8071 高齢者及び障害のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針（註１） 

     注記1 対応国際規格：ISO／IEC Guide７１:200１ Guidelines to address the  

        needs of older persons and people with disabilities when developing  

        standards（高齢者及び障害のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指         
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針）（IDT）  

   注記２上記のほか，参考となるISO／IEC国際規格，ガイド，JIS及びその他参考文書 

      を，参考文献に示す。 

 
３ 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JISＱ17000およびJISZ8071などによる。 

 
４ ＡＤ適合性評価の適正実施に関する原則 

４．１ 一般 
この規格では，ＡＤ適合性評価における実施基準の一般原則を，１）ＡＤ適合性評価システム

及びプロセス、２）ＡＤ適合性評価の規準文書（評価基準等）、３）ＡＤ適合性評価活動（組織

等），及び４）ＡＤ適合性評価結果の４項目で規定する。 

 
４．２ ＡＤ適合性評価のシステム及びプロセス 

 
 ＡＤ適合性評価においても、評価のプロセスを構成する要素は他分野の適合性評価と大きく異

なる部分はない。異なる点は要素等の形式的な部分ではなく、その内容にかかわる以下の点であ

る。 

 ＡＤ適合性評価における製品の使用対象者は標準あるいは平均的な使用者ではなく、高齢者・

障害者を含む多様な心身機能特性を有する人々であることに留意してシステム等の設計を行わ

なければならない。このことはまた、適合性評価の基準設計においても心身機能特性別評価の導

入が望ましいこと及びＡＤ適合性評価段階における多様な心身機能特性を有するモニター評価

の導入の必要性を示唆している。 

また、消費生活用製品分野のＡＤ製品は、小規模企業から大企業まで幅広く取り組まれており、

その技術的、経営的規模や背景も大きく異なる。このことから、より多くのＡＤ適合性評価への

受け入れを考慮し、ＡＤ適合性評価の入り口ともいえる導入段階には自己認証または第三者認証

などいくつかの方法を用意することが望ましい。これにより申請者は対象の製品や企業規模等に

合わせたＡＤ適合性評価の手続きを選定することができる。 

なお、多様な心身機能特性を有するモニターについては、そのモニター関与段階を申請者によ

るＡＤ適合性評価申請の前に実施するか、あるいは自己認証・第三者認証の中に組み込んで実施

するかは４．３．１で定める文書で規定する。 

参考事例として図１に示したものは、ＡＤ適合性評価の機能モデルの1例である。 

 

 
 適合性評価のシステム及びプロセスは，１）多様な使用対象者を想定した心身機能特性別評価、

２）多様な心身機能特性を有する評価モニターの導入、さらに以下の点を踏まえて設計すること

が望ましい。 

a）適合性評価の運営は、一つ又は複数の機関によって４．４に示した原則に従って実施される

こと。 

b）透明，公開，非差別的，かつ，信頼できる方法でシステムが設計され，管理されること。 

図１ 参考事例 ＡＤ適合性評価の機能モデル 
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c）貿易において不必要な障害を生み出さないようにシステムが設計され，管理されること。 

d）ＡＤ適合性評価結果の受入れを促進するため，特有の状況又は産業分野への対応を考慮する

こと。 

e）利害関係者が依頼すれば適時に入手できる規則書によって総括管理されること。たとえば規

則書が規定する要素には以下のものがある。 

－システムへのアクセス及びプロセス 

－文書類の管理方法 

－システムの基礎となる仕様書及び／又は規格 

－適合の実証を達成し維持する方法 

－適合の証拠を文書化する方法 

－完全性，公平性及び能力を維持する方法 

－実質的な及び手続上の異議申立て又は苦情を公平に扱うための，識別可能で，実際的で，直ち

に利用できる仕組み 

f)発展途上国の参加及び使用に関する問題を考慮する。 

    参考：多様な使用対象者の心身機能特性別分類例：たとえば視覚（目が見えない、 

      目が見えにくい）、聴覚（耳が聞こえない、耳が聞こえにくい）、身体（上肢が不 

      自由、下肢が不自由）、知的（認知機能等の低下）、体格（寸法・体型）等の分類 

      を用いる。 

 
４．３ ＡＤ適合性評価の基準文書（評価規準等） 

４．３．１ ＡＤ適合性評価の基準文書 

製品の供給者及びＡＤ適合性評価機関やＡＤ製品認定機関が，ＡＤ適合性評価に関する業務及

び活動を実施するために使用する適合性評価の規準文書（例えば，評価基準等の規格，ガイド及

び手順書）は，ＩＳＯガイド６０に示される以下の項目に従うほか、対象となる消費生活用製品

の使用者あるいは関与者である多様な人々、たとえば視覚、聴覚等の障害を有する人々にとって

も使用、理解を可能にする配慮を有することが望ましい。 

a）ＡＤ適合性評価の基準文書は透明性，公開性，公平性及び一貫性のある方法で作成すること。 

b）ＡＤ適合性評価の基準文書は多様な心身機能特性を有する人々及び市場のニ－ズに適切に対

応すること。 

c）ＡＤ適合性評価の基準文書は技術的に適切であり、過度の負担を含まないこと。 

d）貿易における不必要な障害を回避し，非差別及び国産品と同等な取扱いの原則を反映するこ

と。 

e） 適切な場合，第一者及び第三者などによる適合性評価で直接使用できるように規定すること。 

f) 発展途上国の参加及びそこでの使用に関する問題を考慮すること。 

 
４．３.２ ＡＤ適合性評価における規格例（評価基準） 

ＡＤ適合性評価の要となるＡＤ適合性評価における評価基準は、国際及び各国の公的機関で定

められたＡＤ規格に準拠して作成されなければならない。これらの規格には、消費生活用製品に

おいてより多くの人の使用を可能にする設計や仕様（ＡＤ配慮点や配慮仕様と呼ばれている）が

要求事項等として規定されており、それらを収集・整理することによりＡＤ適合性評価の評価基

準作成を行うことが可能である。これら要求基準等、すなわち評価基準の項目には製品に必須と

される配慮に当たる「必須的項目」とあればよりよいといった性格をもつ「推奨的項目」がある。

これらの分類は製品分野によって異なる。参考事例として付属書ＡにＡＤ適合性評価基準の事例

を示す 

      

参考：要求事項のレベル分けについては、上記で事例として述べた「必須的項目」、「推奨的 

項目」以外にも優先度レベルとしてAAA～Aの段階に分ける方法などがあるが、これらは

すべて対象者心身機能特性別に評価される必要がある。 

 参考：評価基準を公的機関等で定められたＡＤ規格に準拠して定める場合、その多くの要求基 

準はすでに実施されている配慮点や配慮仕様であることから、新規の配慮や独自の配慮
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を評価から除外しないよう留意しなければならない。 

   「あるいは同等の」といった語句を加えることもその方法の一つである。 

  参考：要求基準の多くは、数値等で厳密に規定されていない。そのため、要求基準の解釈に 

ついては、たとえば合意された解釈集等を作成しておくことが望ましい。 

 

４．４ ＡＤ適合性評価活動（組織） 

ＡＤ適合性評価機関及びＡＤ認定機関を含め，ＡＤ適合性評価活動に関与するすべての組織は

次のとおりであることが望ましい。（以下ＪＩＳＱ００６０から引用） 

a）可能な限り，ＩＳＯ／ＩＥＣ国際規格及びガイドのような，合意に基づいて作成された国際

規格及びガイドに基づいて活動する。 

b）すべての機密情報を保護する。 

c）専門的な誠実さをもって，倫理的で非差別的な方法で活動し，利害関係の影響を避ける。 

d）迅速，公平，効率的な方法で申請及びＡＤ評価活動を処理し，また，その予測される処理期

間を顧客に知らせる。 

e）迅速，公平及び効率的な方法で，苦情又は異議申立て（該当する場合）を処理し，それらの

正当性が確認された場合には是正処置をとる。 

f) ＡＤ適合性評価活動に関する適正な記録を作成し，これらの記録をその機関の契約上及び法

律上の義務に応じた期間維持する。これらの記録は，適合の証拠を使う許可に関する否認，取消

し，一時停止又は終了を確定するのに十分な文書類を含む。 

g）提供しているすべてのサービス及びその料金に関する情報，並びに保持している又は授与し

た証明書，認定範囲などに関する情報を維持し，直ちに利用できるようにする。 

h）手順に従った監視を受ける（該当する場合）。 

i）自己の能力を，適切な仕組み（例えば，認定，同等性評価など）で実証する。 

j）該当する場合，不適合又は必要な是正処置を明確にした，適合性評価手順の十分な報告書を

提供する。 

k）マークを使用する場合，そのマークの使用に関する規則及び条件が遵守され，誤用が防止さ

れることを確実にする。 

1）発展途上国の参加及び使用に関する問題を考慮する。 

 

４．５ ＡＤ適合性評価結果 

ＡＤ適合性評価結果（例えば，ＡＤ評価報告書，ＡＤ試験報告書，ＡＤ宣言，ＡＤ証明書，ＡＤ

マークなど）は，以下の内容であることが望ましい。 

a）明確で，あいまいさがなく，理解しやすいものとし，誤解を招くような設計をしない。 

b）ＡＤ適合性評価活動の基礎とした規定要求事項（例えば，規格，ガイド，規則又は技術仕様

書など），ＡＤ評価の適用範囲及び結果の保証方法（例えば，認定，公的な承認，同等性評価な

ど）を明確にする。 

c）ＡＤ適合性評価機関，システム又はスキームによって正確に維持され，情報の機密性を保ち

ながら，要請に応じて利用できるようにする。 

d）ＡＤ適合性評価の評価結果は原則公開とし、多様な心身機能特性を持つ人々に対してもわか

りやすい提供方法で提供すること。 

 

 参考：たとえばマーク表示では下記に示す内容等を規定として定めることが望ましい。 

ＡＤ適合性評価の結果に基づき、ＡＤ製品認証を受けた製品にはADマークを表示する 

ことができる。ＡＤマークの表示については、以下の方法により、その内容を周知し

なければならない。 

    １）製品あるいは取扱説明書・カタログなどの文書に表示されるＡＤ認証マークには、 

適合使用対象者グループ（たとえば目が見えないとか目が見えにくいなどのグルー

プ等）のシンボル等が明確に表示されており、マークから製品適合使用対象グルー

プがわかるようになっていることが望ましい。 

    ２）ＡＤ製品認証を受けた製品のＡＤ適合性評価結果は、インターネットのホームペー 
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ジ、取扱説明書・カタログ等で多様な身体機能特性に対応したわかりやすい方法で

公開すること。 
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附属書Ａ 

（参考） 

ＡＤ適合性評価の評価項目 

 

序文 

この附属書は，ＡＤ適合性評価の評価項目について記載するものであって，規定の一部ではない。 

 

A.1 ＡＤ適合性評価の評価項目 

ＡＤ適合性評価の評価項目は、たとえば通常の製品操作手順に従って並べた下記の事例に示す項

目がある。また、ＡＤ適合性評価書の書式の事例を図.１に示す。 

 
ＡＤ適合性評価の評価項目の事例 

０. 製品の配慮 

０－０ 製品の配慮/０－０－１ 多様な人に対する配慮 

０－１ 情報・表示 購入前情報  

０－１－１ 購入前の製品情報や配慮情報提供の配慮 

①情報  

①－１ 取扱説明・取扱説明書 

①－１－１ 取扱説明の配慮 

①－１－２ 取扱説明書の多様な人への配慮  

②包装・容器 

②－１ 製品包装容器 表示  

②－１－１ 製品の包装容器の表示・警告表示の配慮   

②－２ 製品包装容器 開封、収納、廃棄 

②－２－１ 製品の包装容器の開封、収納、廃棄などの配慮  

③製品 

③－１ 製品   全般・安全  

③－１－１ 製品・仕様の使いやすい配慮 

③－１－２ 安全・安心の配慮  

③－２ 製品の 移動・運搬・設置  

③－２－１ 製品の移動・運搬・設置の配慮   

③－３ 製品の 組立・接続 

③－３－１ 製品の使用に必要な組み立ての配慮 

③－３－２ 製品の使用に必要な接続などの配慮      

④製品・表示 

④－１ 表示 製品・各部 

④－１－１ 製品全体の表示における配慮 

④－１－２ 製品や操作・表示部の表示の配慮 

④－２ 表示  触覚記号 

④－２－１ 配慮としての、凸点凸線、その他触覚記号の表示  

④－３ 表示 点字 

④－３－１ 点字の表示       

④－４ 表示・報知 音・音声 

④－４－１ 配慮としての音・音声による報知（音によるガイドは⑤－４）  

④－５ 表示・報知 光 
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④－５－１ 光による表示・報知（光によるガイドは⑤－４ 操作の案内・誘導）   

⑤製品・操作 

⑤－１ 操作 操作全般/初期設定・登録 

⑤－１－１ 操作全般および使用に必要な初期設定や登録の配慮       

⑤－２ 操作要素 位置・配置 

⑤－２－１ 操作部とその位置、操作部内配置の配慮  

⑤－３ 操作要素 形状・仕様 

⑤－３－１ 操作部の要素の配慮     

⑤－４ 操作 案内・誘導 

⑤－４－１ 操作の案内・誘導の配慮     

⑤－５ 操作 操作と操作表示 

⑤－５－１ 製品・部品の操作及び操作表示 の配慮  

⑤－６ 操作 製品の状態・操作の確認  

⑤－６－１ 製品の状態や操作の確認での配慮  

⑤－７ 操作 自動化  

⑤－７－１ 操作の自動化などの配慮     

⑤－８ 操作 誤操作防止・操作復帰・初期化  

⑤－８－１ 誤操作防止・操作の復帰・初期化の配慮    

⑤－９ 操作 消耗材・部品交換  

⑤－９－１ 消耗部品の交換において、より多くの人が使いやすく、わかりやすい配慮がある  

⑥保守・管理・廃棄 

⑥－１ 保守・管理・廃棄  

⑥－１－１ 保守・消耗品交換の配慮 

⑥－１－２ 手入れや掃除・収納・廃棄に配慮がある 

 
図.１は 本報告第2章 資料１と同じなので省略する。 
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３．概要 

 

ＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１（高齢者及び障害のある人々のニーズに対応した規格作成 

配慮指針）は日本が提案して、2001 年に発行された高齢者・障害者のための規格を作

成する際のガイドである。2003 年にはＪＩＳ Ｚ８０７１として日本工業規格（ＪＩ

Ｓ）としても採用されている。その後、日本では本ガイドを基に 35 種の高齢者・障害

者配慮のＪＩＳが作られてきている。 

2010 年、同ガイドの制定から 10年を経て、ＩＳＯのＣＯＰＯＬＣＯ（消費者政策委 

員会）総会において、ＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１をガイド６としてそのまま使用してい

る欧州の規格作成団体であるＣＥＮ／ＣＥＮＥＬＥＣより改訂の提案があった。 

ＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）はこの提案を受けて、2010 年９月にガイド７１ 

改訂の合同諮問グループ(ＩＳＯ／ＩＥＣ／ＪＴＡＧ)を設立することを決定し、2011

年２月に、このグループの議長を日本が担当することを承認した。 

ＪＴＡＧ（合同専門諮問グループ）の事務局はＩＳＯ中央事務局が担当し、ＪＴＡＧ 

会議は2011年９月の第１回から2013年12月の第６回まで開催された。その結果、2014

年１月にＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）とＩＥＣ ＳＭＢ（標準管理評議会）にＣ

Ｄ投票（委員会投票）のためにガイド改訂案を提出するに至った。 

また、ＩＳＯ／ＴＣ１５９（人間工学）では、ガイド７１を補完する下記のＴＲ（技 

術報告）を作成してきた。ガイド７１の改訂にあわせて、本ＴＲ第２版の作成作業が進

められている： 

・ISO/TR 22411:2008 "Ergonomics data and guidelines for the application of 

ISO/IEC Guide 71 to products and services to address the needs of older 

persons and persons with disabilities"（高齢者及び障害のある人々のニーズ

に対応した製品及びサービスに関するＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１を適用するため

の人間工学的データ及び指針） 

 本事業では、これまでに収集した報知光の視認性等の人間特性データを本ＴＲに掲載

し、それらのデータを活用したアクセシブルデザイン規格の国際標準化の促進を目指し

てきた。また、ガイド７１第２版の作成にあたり、現行の第１版から削除された事項の

うち、アクセシブルデザインの国際標準化に引き続き必要となる内容を本ＴＲに盛り込

むこととした。 

 

３．１ 審議事項（ＪＴＡＧ：ＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１） 

３．１．１ 第１回会議 （2011年９月26～28日、スイス・ジュネーブ） 

 

会議にはＴＭＢメンバー11 カ国、５つのＩＳＯ専門委員会やＩＥＣ、ＩＴＵ、ＡＮ 

ＥＣ等の代表者合計 32 名が参加して行われた。この会議では、新しいガイド７１の目

次と 24 の具体的な決定事項を確認した。また決定事項を実行するために「原則と概念」、

「医学・社会・ユニバーサル参照等のモデル」、「規格開発プロセスにおけるガイド７１

の利用」、「[配慮すべき要素]と[心身の機能と障害の影響に関する詳細]」、「普及・促進

面」の５つの作業チームを設定することとした。 

 

３．１．２ 第２回会議（2012年３月13～15日、アイルランド・ダブリン） 

 

第２回会議にはＴＭＢメンバー12カ国、ＩＳＯ専門委員会や他組織の代表者合計32

名が参加して行われた。会議では各作業チームからの進捗報告が行われ、作業チームご

との分科会も行われた結果、下記の結論となった。 
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ⅰ ガイド７１改定後のタイトルは下記とする。 

「アクセシビリティを規格に取り入れるためのガイドライン Guidelines for 

incorporating accessibility in standards」 

（高齢者と障害のある人々 については「適用範囲」で記述する。） 

ⅱ 「適用範囲」での高齢者と障害のある人々の記述と、高齢者と障害のある人々の区 

別については作業チーム１が担当する。 

ⅲ 序文で人権だけでなく、ビジネスケース にも言及する。 

ⅳ ヘルプデスクの設置など、各国からＴＭＢへの要請に対して、作業チーム３（プロ 

セス）は作業チーム５（プロモーション）と連携することとした。 

ⅴ ８章、９章をＩＣＦの用語と構造に対応させるプロジェクトをアイルランドが行う 

ことが提案され、その結果を判断して採用するかどうかを決定することが了承された。 

ⅵ ９章に身体寸法 の項目を追加するか検討する。 

 

３．１．３ 第３回会議（2012年10月23～25日、アイルランド・ダブリン） 

 

第３回会議には29名、９ヶ国、９団体が参加し、作業チームごとの部会を中心とし 

て行われた。作業チーム１「原則と概念」と作業チーム２（医学・社会・ユニバーサル

参照等のモデル）の合同会議は約１日半行われ、「アクセシビリティの原則」の章と附

属書にする予定の「アクセシビリティと障害の主たるモデル」についての原稿の検討が

行われた。作業チーム４の「[配慮すべき要素]と[心身の機能と障害の影響に関する詳

細]」は単独で会合を持ち、上記の章（代替様式を独立させ、三つの章とする予定であ

る）の検討を行った。 

 

３．１．４ 第４回会議（2013年１月14～17日、オーストラリア・シドニー） 

 

９つのＴＭＢメンバー国、７団体の代表者合計 24 名が参加して行われた。また５名 

がウェブ会議で参加した。全体部会で各章の内容の検討を行い、以下の決定を行った。 

１）背景的な内容の文章は序文で言及する。（併せて、タイトル変更の理由、加齢、経 

済的な利点、子供等も序文に記述する） 

２）３章の適用範囲は新しいガイドに合わせて書き直す。 

３）予定していた４章「アクセシビリティ」と５章「アクセシビリティの重要性の増大」 

を合体して一つの章とし、文章を短くする。 

４）「アクセシビリティの原則」の章で記述していた分類をなくし、具体的な運用例を 

示すこととする。（原則の数を減らすことが今後の課題である） 

５）「規格作成の過程で配慮できること」の章で追加した規格作成段階（ステージ）別 

の表を削除し、その内容を既存の表にまとめて一つの表とする。 

６）９章に予定していた「代替様式」はデザイン戦略の記述に統合し、ユーザーニーズ 

と同じ章に記載する。 

７）10 章「アクセシビリティ配慮点」と 11 章「人間特性と障害の影響」はまとめて 

一つの章とし、短くすることとする。 

 

３．１．５ 第５回会議（2013年４月29～５月２日、スイス・ジュネーブ） 

 

11 のＴＭＢメンバー国、６団体の代表者合計 24 名が参加して行われた。また７名が 

ウェブ会議で参加した。会議はまず、ガイドの全体構造の検討から始まった。５章(プ

ロセス)が重要な部分であるとして、この章の検討から開始し、次の６章（原則）の検
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討に入ったところで、提案された６章の原稿に対する反対意見が出て、中々合意に至ら

ず、議論が続いた。最終的には「原則」の名称を「目標」に変える、チェックリストと

しての質問を追加する、目標の由来元を示す、等の変更を行うことで合意に至った。９

章（人間の特性）の検討では、人間の特性はガイドの中心的な概念であることが合意さ

れた。５章(プロセス)と７章（ガイドをどのように適用するか）を担当する新しい作業

チーム７を設立することとした。また作業チーム６は３章（用語と定義）、附属書、参

考文献の作業を担当することとした。８章（戦略）については、今回の決定事項とコメ

ントに基づき、担当者が修正を行うこととした。 

最後に、次回の会議までに確実に作業を終了するために、詳細な実行計画を検討した。

その結果、会議までに原稿案を２回作成することとし、それぞれの原稿案に対してコメ

ントを出し、それに基づいて、原稿を修正することとした。実際の会議の前にもウェブ

会議を２度開催して原稿の調整をすることとした。この結果、当初９月に予定していた

第６回会議を延期して、12 月９-11 日に開催することとした。 

ＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）よりスケジュールの遅れへの懸念が示されていたが、

詳細な計画を立てたことにより、会議日程の変更は承認された。 

 

３．１．６ 第６回会議（2013年12月９～11日、アメリカ・アーリントン） 

 

８つのＴＭＢメンバー国、６団体の代表者合計 21 名が参加して行われた。また５名 

がウェブ会議で参加した。2013 年 11 月に新たに設立された編集チーム（用語や文法等

を訂正するチーム）からの提案についての検討から開始された。新ガイドの表題の変更

（ガイド８２－規格で持続性に対応するための手引―に合わせて、規格でアクセシビリ

ティに対応するための手引、Guide for addressing accessibility in standards に変

更）、「引用文書」の章の削除、アクセシビリティ目標の説明項目の順序の変更等、編集

チームの提案のほとんどは了承された。 

その後、ガイド全体の文章を序文から９章、参考文献まで順番に、詳細に検討し多く

の修正を行った。この結果、まだ一部最終修正が必要な部分があるものの 2014 年１月

中旬にＩＳＯ技術管理評議会（ＴＭＢ）とＩＥＣ標準管理評議会（ＳＭＢ）に、投票の

ために改訂ガイド７１の草案を提出する見込みが立った。この投票の後に更に２回目の

投票があるが、内容についての反対意見が少なく、対応処理にそれ程時間がかからない

と想定すると、2014 年 10 月頃に新ガイドが発行されることとなる。 

 

３．１．７ ＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）とＩＥＣ ＳＭＢ（標準管理評議会） 

への投票用原案の提出 

 

 最終原案を2014年１月末にＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）とＩＥＣ ＳＭＢ（標

準管理評議会）に提出し、ＣＤ投票が開始された。投票締切は2014年３月25日である。

ＣＤ投票の後コメント処理を行い、ＤＩＳ投票が2014年５月から開始される予定である

（投票期間は４か月）。順調にいけば2014年10月に新ガイドた国際規格として発行され

ることになる。 

 

３．２ 審議事項（ＴＣ１５９／ＷＧ２：ＩＳＯ／ＴＲ２２４１１） 

３．２．１ 第19回〜第23回会議（インターネット会議） 

 上述のとおりガイド７１第２版の原案作成作業が大幅に遅れたため、そのガイドを補

完する役割をもつＴＲ２２４１１第２版の作成も、その影響を受けて大幅に遅れること

となった。そこで、ガイド７１第２版の原案が確定するまでのあいだ、ＴＣ１５９／Ｗ
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Ｇ２ではＪＴＡＧの議論の推移をモニタし、それと平行して本ＴＲ第２版の構想を練る

こととした。 

 この目的のために、2013年５月から2014年１月までに計５回のインターネット会議を

開催した。この会議には、日本から２名（佐川：コンビーナ、倉片：セクレタリ）が出

席し、会議の運営にあたった。 

 これらのインターネット会議では、下記の点について議論を行った： 

（１） ＴＲ２２４１１第２版の構成 

（２） ガイド７１第１版から削除されたため、同ＴＲに移行させるべき事項 

（３） ガイド７１第２版での記述が不十分なため、同ＴＲで補完すべき事項 

（４） アクセシブルデザイン技術に必要な人間特性データの追加 

 議論の結果は第24回会議（下記３．２．１節、参照）の議題に挙げ、ＴＲ第２版の原

案作成に向けて、引き続き議論を行うこととした。 

 

３．２．２ 第24回会議（2014年３月12日〜14日、イギリス・ロンドン） 

 日本からは３名（佐川：コンビーナ、倉片：セクレタリ、横井：エキスパート）が参

加し、会議の運営にあたるとともに、ＴＲ第２版の原案作成に関する議論を行った。 

 本会議では、上記（３．２．１節）の５回にわたるインターネット会議の結果をもと

に、特にＴＲ２２４１１第２版の構成及び人間特性データの追加について議論を行った。

また、ガイド７１との関係においては、現在進行中の同ガイドの投票の経過をモニタし

ながら、引き続き、ＴＲで補完すべき内容を議論していくこととした。 

 

３．３ 今後の課題 

 

プロジェクト開始時には2013 年の第１四半期あるいは第２四半期に改訂ガイド７１ 

を発行する予定であったが、ＪＴＡＧ 会議が第６回まで開催されることとなり、発行

は2014年10月まで延長されることとなった。  

最終原案は2014年１月末にＩＳＯ／ＴＭＢ（技術管理評議会）とＩＥＣ／ＳＭＢ（標

準管理評議会）に提出され、ＣＤ投票が開始された。投票締切は2014年３月25日である。

ＣＤ投票、またその後のＤＩＳ投票の際にどの程度のコメントが寄せられるかによって、

その対応期間がどの位必要となるのかが決定される。コメントへの対応はコメント処理

チームが担当することになっているが、コメントがそれ程多くない場合は、予定通り

2014年10月に国際規格として発行されることとなる。 
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第４章  

ＴＣ１７３／ＳＣ７における国際標準化 

（デザイン要素規格） 
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４．概要 

 

 2013年はＴＣ１７３／ＳＣ７の新規提案テーマ下記２点に関して2011年６月に設置 

された二つのＷＧにおいて、国際規格化の作業を進めた。 

ＷＧ会議は2011年11月、2012年５月、2012年12月、2013年３月に開催され、下記（１）

は2013年10月に国際規格ＩＳＯ１７０４９として発行され、（２）はＤＩＳ投票で承認

されるまで進んだ。 

（１）標識、設備及び機器に使用する点字(ＪＩＳ Ｔ ０９２１、ＪＩＳ Ｔ ０９２３) 

（２）アクセシブルミーティング(ＪＩＳ Ｓ ００４２) 

また、下記の提案予定テーマに関して、各国の障害者関連機関及び標準化機関と連携

しながら、関連データの分析・検討を行い、2013年３月にＮＰ提案を行った。 

欧州とアジアの標準化機関の協力を得ることができ、ＮＰ提案は承認され、それぞれに 

ＷＧを設立することも承認され、2013年11月から2014年１月にＷＧを開催し、国際規格 

化の作業を進めた。 

 

（３）触知案内図の情報内容及び形状並びにその表示方法(ＪＩＳ Ｔ ０９２２) 

（４） 公共トイレにおける便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置（ＪＩＳ Ｓ  

００２６） 

（５）コミュニケーション支援用絵記号デザイン原則（ＪＩＳ Ｔ ０１０３） 

（６）公共空間の音案内 

 

４．１ 公共空間の音案内 

 

主に視覚障害者の移動支援を目的とした公共空間の音案内について、2012 年までに

行った研究調査結果、及び現在策定中のＪＩＳ Ｔ ０９０２原案の内容を踏まえ、2013

年度は国際標準として提案を行った。 

 

４．１．１ 国際提案内容 

 

国際標準として、現在策定中のＪＩＳ Ｔ ０９０２“高齢者・障害者配慮設計指針

―公共空間に設置する移動支援用音案内”の中から、国際的な合意形成が得られる部分

を中心に、2014 年３月に新規作業項目提案（ＮＷＩＰ）としてＩＳＯ／ＴＣ １７３／

ＳＣ ７に国際提案し、2014 年７月に新規提案（ＮＰ）採択となった。プロジェクト番

号はＩＳＯ １９０２９となった。 

ＮＰ投票の際に専門家派遣を表明する４か国を確保できるかどうかが当初からの懸

案事項であった。しかし、2012 年度から継続的にＰメンバー国に対して専門家を派遣

するよう積極的に依頼を行った努力が功を奏し、４か国の専門家派遣を確保することが

できた。 

ところで、ＮＰ投票時に回覧した作業草案（ＷＤ）における主な要求推奨事項は、以

下の内容であった。 

 原音の物理特性（周波数特性及び時間特性） 

 原音信号を発生する信号発生装置の性能 

 スピーカの特性（周波数特性、周囲の構造、外観） 

 音案内を設置する場所の周辺環境に対する対策（音量、反響、感知器など） 

ここで、2011 年度に行った海外調査の結果、合意形成が難しいと考えられる以下の
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要求推奨事項は、2012 年度の計画どおり、提案しないものとした。 

 音の種類（ＪＩＳでは、チャイム音、自然音などの分類をしている） 

また、以下の項目については、2013 年度の計画としては、日本と海外の公共空間の

違いを考慮し、ＪＩＳで定めるような具体的な方法を規定とはしない予定であった。し

かし、2013 年 11 月に開催したＩＳＯ／ＴＣ １７３／ＳＣ ７／ＷＧ ６国際会議にお

いて、海外のエキスパートからもう少し詳しい規定を提案すべきとの意見があり、ＣＤ

投票時に添付するＷＤでは、具体的な規定を追加することとした。 

 スピーカの設置位置方向 

 フレーズの時間長さ 

 繰返し頻度 

規格の名称を“アクセシブルデザイン－公共施設における聴覚的誘導信号

（Accessible design—Auditory guiding signals in public facilities）”として、2013

年 12 月にＣＤ投票時に添付するＷＤの案を作成し、2014 年１月にＩＳＯ／ＴＣ １７

３／ＳＣ ７／ＷＧ ６国際エキスパートに回覧し、2014 年２月までにコメントを集め

た。その後、2014 年３月以降に委員会草案（ＣＤ）投票を開始予定である。 

 

４．１．２ 今後の展望 

 

2014年度のＣＤ採択を目指す。2015年度には国際標準（ＩＳ）としての発行を目指す。 

 

 

４．２ 公共トイレにおける便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置 

４．２．１  経緯 

 

公共トイレにおける便房内では、操作部（トイレットペーパー、流すボタン、緊急呼

び出しボタン）の形状・色・配置及び器具の配置位置が異なってきた。個室であるため、

他人に聞くことが困難な便房内において、目の不自由な人たちは各操作部の位置を一人

で探す事が困難である。その不便さの声を元に 2007 年、日本ではＪＩＳ Ｓ ００２

６として制定された。 

国際規格化検討に際し、2010 年度に海外視覚障害者調査と、関連工業会の海外ブラ

ンチ調査を行った。視覚障害者への調査結果では本件へのニーズが非常に高いことが明

らかになり、解決法としてもＪＩＳで示されている方式が理想的なものあるとの意見で

あった。海外ブランチ調査では、アクセシブルデザインの考え方を公共トイレに取り入

れることについては概ね肯定的に受け止められ、日本のＪＩＳは海外からも理解された。

一方、各国の公共トイレの建築設備・機器や操作部の配置や操作方法・器具の種類に関

しては、国によってバラつきがあることもわかった。 

 提案を予定していた、「公共トイレにおける便房内操作部の形状、色、配置及び器具

の配置（ＪＩＳ Ｓ ００２６）」から対象製品の明確化、適用範囲の場所、大型紙巻

機は例外とする等の変更をしたものを規格原案とし、2013年３月にＮＰ提案を行った。 

 

４．２．２  進捗状況 

 

（１）ＮＰ提案の承認 

2013 年３月 19 日に開始されたＮＷＩＰ投票 ＩＳＯ／ＮＰ １９０２６「公共
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トイレにおける便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置」が 2013 年７月

１日、賛成５票、反対２票、棄権５票、積極的参加国５か国で承認された。 

（２）ＷＧ設立と議長指名投票 

ＷＧ３「公共トイレ操作具」のＷＧ設立と議長指名（松岡）の投票が 2013 年７

月 11 日に開始され、その２か月後の 2013 年９月 11 日、賛成８票、棄権５票で

承認された。 

（３）第１回ＷＧ開催 

 2013 年 11 月 27 日、東京で第１回ＷＧ３ 会議が開催された。会議には韓国、中 

国のエキスパートと日本より４名が参加し、ドラフトの検討を行った。ＩＳＯの 

建設規格であるＩＳＯ ２１５４２のトイレに関する規定を検討すべきとの意 

見が出て、この規格を作成したＩＳＯ／ＴＣ５９／ＳＣ１６の議長にコメントを 

求めることとなった。また韓国のエキスパートから呼出しボタンの位置について 

強い疑義が出され、各国の障害者団体を含めた各国の意見を募ることとした。 

 

 

４．２．３  今後の展望 

 

ＩＳＯ／ＴＣ５９／ＳＣ１６の議長からのコメントは好意的なものであり、提案の規

格がＩＳＯ ２１５４２で規定した寸法と違いがないか確認せよ、というものであった。 

呼出しボタンの位置についての各国の合意形成が困難となった場合は、呼出しボタンを

規格から除く可能性も検討しなければならない。とにかく合意形成の努力をしていく必

要がある。 

 

４．３ 触知案内図 

 

４．３．１ 概要 

 

国内における触知案内図はＪＩＳ Ｔ ０９２２（触知案内図の情報内容および形状並

びにその表示方法）にその仕様が規定されている。同ＪＩＳでは、施設・設備及び移動

空間を視覚障害者が移動する場合に、その安全かつ円滑な行動を助けるために、施設・

設備及び移動空間の位置情報を提示する触知案内図の情報内容及び形状並びにその表

示方法について規定している。このＪＩＳをベースにした国際標準化をめざして、2010

年より準備を進めてきた。昨年度ＮＰ提案を行い、今年度に入って新規業務項目として

承認されたことから、国際会議を開催して具体的な審議段階に進んだ。 

 

４．３．２ 国際標準化への動き 

 

１）ＮＰ提案までの動き 

2010 年 11 月の第１回ＩＳＯ/ＴＣ１７３／ＳＣ７総会（東京）において上記ＪＩ

Ｓの概要を説明し、各国の理解を得た。国内では引き続き、国際提案に向けて具体的

な内容について検討を行った。表示すべき情報項目及び触知記号について、各国の状

況をふまえた上で修正し、2013 年３月にＮＰ提案を行なった。 

 ２）ＮＰ投票およびＷＧの設置 

ＮＰ投票の結果、賛成８カ国（日本、中国、韓国、南アフリカ、スペイン、スウェ

ーデン、ドイツ、イスラエル）、棄権４カ国（デンマーク、アイルランド、イタリア、

英国）、反対なしとなり、提案が承認された。また、６カ国（日本、中国、韓国、南
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アフリカ、スペイン、スウェーデン）が、審議への専門家派遣を表明した。 

  NP 承認の結果を受けて、本件審議のためのＷＧ（ワーキンググループ）設立とコ

ンビーナ任命投票が行なわれ、ＴＣ１７３／ＳＣ７内に新たにＷＧ５が設置された

（2013 年９月）。日本からは、水野（共用品推進機構）がコンビーナ、土井幸輝氏（国

立特別支援教育総合研究所）がエキスパートとして参加することとなった。 

 ３）第一回国際専門家会議開催 

  2014 年１月 30 日から 1 月 31 日、ストックホルムにて第一回国際専門家会議が開

催され、ＣＤ完成に向けて審議を行った。スウェーデン、ドイツ、中国、日本からの

エキスパートが参加、またＮＰ投票では棄権したデンマークからも、エキスパート候

補が参加した。（日本からは松岡光一氏（コンビーナ代理）が参加したほか、土井幸

輝氏と和田勉氏（日本点字図書館）が日本からＷｅｂで参加した。 

会議では、提案国である日本から、原案となったＪＩＳ作成のために実施した利用

者調査および現状についてのプレゼンテーションを行ったほか、実際のサンプルを持

参して各国出席者の理解を深めた。 

ドラフトの審議においては、触知記号および点字に加えて浮き出し文字を追加する

ことが合意された。また、触知案内図の寸法について精緻化を図り、例としての図も

わかりやすいものとなっている。今後の検討課題として、触知記号を用いて掲載する

情報項目の例、および触知記号の具体例が挙げられる。触知記号の運用状況が各国で

異なるため、さらなる審議、調整が必要である。 

  

４．３．３ 今後の予定 

   

各国エキスパートと連携し、ＣＤの完成を目指す。来年度前半にＣＤ投票へと進み、 

その結果をふまえて、コメント処理のための国際会議を開催する予定である。 

 

４．３．４ 国内委員会 

 ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ１（点字・触知図）検討委員会として、今年度一回開催し

た（2014 年２月 21 日）。国際会議の報告をうけて各委員から意見が出されたため、日

本としての意向をとりまとめ、今後の国際会議での審議に反映させる予定である。 

 

４．４ 点字表示 

 

４．４．１ 概要 

 

（１）2011 年１月、点字表示関連のＪＩＳをベースとしたドラフトをＩＳＯ/ＴＣ１７

３／ＳＣ７に対して提案し、ＮＰ投票を経て提案が承認された。審議のためにＷＧ（Ｓ

Ｃ７／ＷＧ１）が設置され、槇宏氏がコンビーナを務めている。日本をはじめ、英国、

ドイツ、韓国、中国の計５カ国が専門家を派遣し、国際的な検討が行われた。２度の国

際会議と３度の国際投票を経て、今年度 10 月に国際規格（ＩＳＯ１７０４９ 

“Accessible design — Application of braille on signage, equipment and 

appliances”）として発行された。 

 

（２）国際標準化進捗 

2011 年１月 ＮＰ提案 

2011 年 11 月 第１回国際専門家会議（ロンドン） 

2012 年５月 第２回国際専門家会議（東京） 
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2012 年６月 ＣＤ投票→承認 

2013 年１月 ＤＩＳ投票→承認 

2013 年７月  ＦＤＩＳ省略投票→承認 

2013 年 10 月 国際規格発行 

 

４．４．２．ベースとなったＪＩＳの概要   

  

ＪＩＳ Ｔ ０９２１（公共施設・設備） 

視覚障害者が、公共施設・設備（乗り物などを含む）及び公共的空間を利用したり

移動したりする場合に、安全かつ円滑に行動できるために、施設・設備の利用・操作

方法などの情報伝達手段として点字を用いる場合の表示原則及び表示方法について

規定。 

  

ＪＩＳ Ｔ ０９２３（消費生活製品の操作部） 

視覚障害者が、日常生活で家電製品、衛生設備機器、事務機器などの消費生活製品

を安全かつ円滑に使用できるように、製品の操作に関わる情報伝達手段として点字を

用いる場合の表示原則及び表示方法について規定。 

 

４．４．３ 国際規格の内容 

 

・ＮＰ提案段階では、上記ＪＩＳ２点に共通する原則部分を抽出して、独立した規格「点

字表示 第一部 原則」を国際規格とすることを企図していた。しかし、その後の

WG での検討により、上記ＪＩＳに規定されている具体的な適用に関する事項につい

ても、原則規定とともに内容に含めることとなった。 

・空白ゾーン（exclusion zone）の概念を導入し、マスの周囲に６mm 以上の空白を設

けることとした。 

・点字の寸法を以下のように変更した。ただし、「国家規格等がある場合には、それに

従うことが望ましい。」との記述を追加した。 

a (1-2 点及び 2～3 点間) 2.2～2.8mm（ＪＩＳでは 2.2～2.5mm） 

b (1-4 点間) 2.0～2.8mm（ＪＩＳでは 2.0～2.5mm） 

p (一マスの領域（横 1-1’点間）) 5.1～6.8mm（ＪＩＳでは 5.1～6.3mm） 

q (一行の領域（縦 1-1’’点間）) 10.0 ～15.0mm（ＪＩＳでは 11.0～15.0mm） 

 d（点の底面の直径） 1.0～1.7mm （ＪＩＳでは 1.3～1.7mm） 

 h（点の高さ） 0.3～0.7mm 屋外や車両内等では 0.5 ㎜を最小値とすることが望まし

い。（ＪＩＳでは 0.3～0.5 ㎜） 

・ＪＩＳで規定されている bと qの関係については詳述せず、寸法全般に関する規定と

して相関関係を考慮することを要求事項とした。 

・エレベータ及び自動販売機の例を削除し、ボタン及びダイアルに関する項目として規

定した。 

 

４．４．４ 国内委員会 

 

ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ１（点字・触知図）検討委員会として、今年度一回開催し 

（2014 年２月 21 日）、国際規格発行の報告を行った。 
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４．５ アクセシブルミーティング 

 

４．５．１ 事業概要 

 

高齢者及び障害のある人が会議に参加する場合、会議の主催者は、全員が平等に参加

できるように、参加者のニーズを把握し適切な配慮をする必要がある。しかしながら、

会議での情報保障及び支援機器の整備ならびに支援者の知識、経験に関して、いまだ十

分でない場合が多いことから、この分野での標準化の必要性が認識され、2010 年に「高

齢者・障害者配慮設計指針 -アクセシブルミーティング（ＪＩＳ Ｓ ００４２）」が制

定された。 

2011 年１月、上記ＪＩＳをベースにした原案を、ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７に新

規（ＮＰ）提案し承認された。審議のためにＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ２「ア

クセシブルミーティング」が設置され、山内繁氏が同ＷＧのコンビーナを務められてい

る。日本のほかスウェーデン、韓国、中国、イスラエルの計５カ国が専門家を派遣して

いる。 

 今年度はＤＩＳを完成させて提出し、投票を経て承認された。2014 年３月現在ＦＤ

ＩＳ完成に向けて最終調整中である。 

 

４．５．２ 国際標準化進捗概要 

 

2011 年１月 ＪＩＳＣよりＮＰ（新規業務項目）提案を行い、投票により承認され

た。審議のためにＷＧ（アクセシブルミーティング）が設置された。 

2012 年２月 第１回国際専門家会議開催（スウェーデン）。ＣＤ作成のための討議

が行われた。 

2012 年 12 月  ＣＤ提出 

2013 年３月   ＣＤ投票終了、承認 

2012 年３月 第２回国際専門家会議開催スウェーデン）。ＤＩＳ作成のための討議が

行われた。 

2013 年５月 ＤＩＳ提出（８月投票開始） 

2013 年８月  ＤＩＳ投票開始 

2013 年 11 月   ＤＩＳ投票終了、承認 

 

４．５．３ 今年度の国際標準化活動 

 

昨年度末の国際専門家会議での合意内容をベースにＤＩＳを完成させ、５月に親委員

会であるＩＳＯ／ＳＣ７に提出した。ＤＩＳ投票が８月から 11 月にかけて実施され、

結果としてドラフトは承認されたものの、各国からコメントが寄せられたため、さらに

ドラフトの検討を進めた。国際会議は開催せず、メールベースでの検討となった。 

ＤＩＳからの具体的な変更内容として、①ウェブ会議の有用性を指摘し、関連する記

述を可能な範囲で追加すること、②アクセシブルミーティングの全体像が把握しやすい

ように、チェックリストを新たに追加することなどが検討されている。今年度中のＦＤ

ＩＳ提出を目指している。 
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４．６ 絵記号を使用したコミュニケーション支援用ボードのためのデザイン原則 

４．６．１  経緯 

 

現在使用されているコミュニケーションのための支援用図記号の多くは、使用者にと 

って理解しやすいＪＩＳ Ｔ ０１０３に規定されている支援用図記号が広く普及して

いる。また図記号を検討する委員会は国際的にも設けられており、ＩＳＯ／ＴＣ１４

５（図記号）がこれに該当する。 
日本国内においては図記号と同様に絵記号も多く使用されている。国際的に見ても各 

国オリジナリティーはあるが、障害のある人、高齢者や外国人等とのコミュニケーショ

ンを図るツールとして広く利用されている。しかし障害のある人、高齢者等にとって大

変助かる絵記号や、絵記号が最も使われているボードの基本構成、仕様等を検討する国

際的な委員会がまだ設立されていない。 

そこで、「コミュニケーション支援用ボードのための絵記号デザイン原則」を検討す

る委員会を国内に立ち上げ、「絵記号を使用したコミュニケーション支援用ボードのた

めのデザイン原則」として国際規格原案を作成し、2013 年３月にＮＰ提案した。 

 

４．６．２  進捗状況 

 

（１）ＮＰ提案の承認 

2013 年３月 19 日に開始されたＮＷＩＰ投票 ＩＳＯ／ＮＰ １９０２７ 

「絵記号を使用したコミュニケーション支援用ボードのためのデザイン原則」が

2013 年７月１1日、賛成７票、棄権５票、積極的参加国６か国で承認された。 

（２）ＷＧ設立と議長指名投票 

ＷＧ４「コミュニケ―ション支援用ボード」のＷＧ設立と議長指名（児山氏）の

投票が 2013 年７月 11日に開始され、その２か月後の 2013 年９月 11 日、賛成８

票、棄権５票で承認された。 

（３）第１回ＷＧ開催 

 2013 年 12 月２，３日、スウェーデンのストックホルムで第１回ＷＧ４ 会議が 

開催された。会議にはスウェーデンのエキスパート１名と日本より２名が参加し、 

ドラフトの検討を行った。2014 年１月中に、会議で検討した内容で修正案を作 

成し、各国の作業グループメンバーに配布する、同時にコミュニケーション支援 

用ボードのサンプル及び絵記号の記述方法についても依頼することとした。 

 

４．６．３  今後の展望 

 

ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ４メンバーに送付した作業原案（ＷＤ）に対する

コメント、コミュニケーション支援用ボードのサンプル及び絵記号の記述方法の案を参

考にして、新たな作業原稿を作成し、2014 年４月頃にＣＤ投票(分科委員会投票)に進

む予定である。 

また第２回ＷＧ４会議は 2014 年 10 月頃に開催する予定である。 

 

４．７ 今後の課題とまとめ 

 

ＴＣ１７３／ＳＣ７では、製品等のＡＤ化に共通して必要となるデザイン要素を規定 

した「デザイン要素規格」を提案し作成を行ってきた。2011 年度までは、ＡＤのデザ

イン要素に関する規格を作成するＳＣがなかったために、ＴＣ１７３に新たなＳＣを設
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立させることを行った。その際、中国、韓国をはじめとするアジア各国との協力は設立

に向けて大きな力となり、今後も必要な連携と思われる。 

2013 年度は、2011 年度に提案したＮＰの審議を２つのＷＧで行い、一つは国際規格

発行，一つはＤＩＳ投票承認の段階まで進んでいる。また新たに４つのＮＰを 2013 年

３月に提案し、承認された。中国、韓国の協力の他、ＪＩＳＣとＣＥＮ，ＣＥＮＥＬＥ

Ｃの情報交換会により連携した欧州各国、特にスペインの協力なしでは承認されること

は困難であった。  

ＳＣ７においては今後提出済みのＮＰの審議、あるいは新たなＮＰの提案において、

ＴＣ１５９と同様に、アジア、欧州諸国及び国際的な障害者団体とも連携を継続させな

がら進めていくことが重要であるため、定期的な情報交換を行っていく予定である。 
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第５章 

ＴＣ１５９における国際標準化 

（共通基盤規格） 
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このページは白紙です。
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５．概要 

 

 本事業では、共通基盤規格（人間工学的手法に基づく、製品等の種類によらず横断的

に適用可能なアクセシブルデザイン規格）の開発を行ってきている。ＪＩＳ（日本工業

規格）及び本事業における実験・調査結果をもとに、ＩＳＯ／ＴＣ１５９（人間工学）

／ＳＣ４（人間とシステムのインタラクション）及び同ＳＣ５（物理的環境の人間工学）

に対して国際標準化を提案してきた。 

これまでにすでに下記４件の規格を提案し、2011 年１月までに発行されている。 

・ ＩＳＯ ２４５００ "Ergonomics - Accessible design - Auditory signals for 

consumer products" 

(ＪＩＳ Ｓ ００１３ 高齢者・障害者配慮設計指針―消費生活製品の報知音) 

・ ＩＳＯ ２４５０１ "Ergonomics - Accessible design - Sound pressure levels of 

auditory signals for consumer products" 

(ＪＩＳ Ｓ ００１４ 高齢者・障害者配慮設計指針―消費生活製品の報知音―妨害

音及び聴覚の加齢変化を考慮した音圧レベル) 

・ ＩＳＯ ２４５０２ "Ergonomics - Accessible design - Specification of 

age-related luminance contrast for coloured light" 

(ＪＩＳ Ｓ ００３１、高齢者・障害者配慮設計指針－視覚表示物－年代別相対輝度

の求め方及び光の評価方法) 

・ ＩＳＯ ２４５０３ "Ergonomics - Accessible design - Tactile dots and bars on 

consumer products" 

(ＪＩＳ Ｓ ００１１ 高齢者・障害者配慮設計指針―消費生活製品の凸記号表示) 

 

 これに続き、下記２件の規格案を同ＴＣ／ＳＣ５に提案し、平成 2013 年度も審議を

進めた。 

・ ＩＳＯ/ＤＩＳ ２４５０４ " Ergonomics – Accessible design – Sound pressure 

levels of spoken announcements for products and public address systems" 

・ ＩＳＯ/ＣＤ ２４５０５ "Ergonomics – Accessible design – Method for creating 

colour combinations taking account of age-related changes of human colour 

vision" 

(ＪＩＳ Ｓ ００３３、高齢者・障害者配慮設計指針―視覚表示物―年齢を考慮した

基本色領域に基づく色の組合せ方法) 

 

 下記２件の規格案は、2012 年度に同ＴＣ／ＳＣ４に提案した。提案自体は承認され

たものの、積極的参加を表明したメンバー国が規定数に満たなかったため、これらの規

格案はＰＷＩ（予備業務項目）として登録した。2013 年度は、再提案に向けて、これ

らの規格案の審議を継続した。 

・ ＰＷＩ "Ergonomics - Accessible design - Minimum legible font size for people 

at any age" 

(ＪＩＳ Ｓ ００３２ 高齢者・障害者配慮設計指針―視覚表示物―日本語文字の最

小可読文字サイズ推定方法) 

・ ＰＷＩ "Ergonomics - Accessible design - Guidelines for designing tactile 

symbols and letters." 

(ＪＩＳ Ｓ ００５２ 高齢者・障害者配慮設計指針―触覚情報―触知図形の基本設

計方法) 
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 下記２件の規格案は、2013 年度に同ＴＣ／ＳＣ４に提案した。提案自体は承認され

たものの、積極的参加を表明したメンバー国が規定数に満たなかった。そこで、2014

年度にこれらの規格案をＰＷＩ（予備業務項目）として登録し、再提案に向けて審議を

継続することとした。 

・ ＩＳＯ/ＮＰ "Ergonomics - Accessible design – Indicator lamps on consumer 

products" 

(消費生活用製品の報知光) 

 

 下記１件の規格案について、国際標準化提案に向けた準備を行った。 

・ 「消費生活用製品の音声ガイド」 

 

 以下に、これらの規格案について、平成 2013 年度の作業実績を報告する。 

 

５．１ 音声アナウンスの音量設定方法 

 

 本規格案は、2010 年８月にＮＷＩＰ投票により可決した。ＰＬ（プロジェクトリー

ダー）は日本、副ＰＬは中国である。 

 以後、ＳＣ５／ＷＧ５において原案審議を進め、2011 年９月、ＣＤ（委員会原案）

が投票により可決した。その後、2011 年 10 月、札幌にて開催された同ＷＧ会議にて、

ＣＤ投票の際にメンバー国から寄せられた修正コメントに対する対応が議論された。コ

メントへの対応方針はおおかた確定した。 

 同会議での結論に基づいてＰＬらが原案を修正し、2012 年４月のＷＧ会議において

修正案を確認した。そこでの意見を考慮の上さらに修正作業を行い、ＷＧ内の同意を得

た上で 2012 年８月にＳＣ５幹事宛にＤＩＳ（国際規格案）投票に付すために提出した。

ＳＣ５事務局における作業の後、2012 年 12 月に投票が開始され、2013 年３月末に可決

された。 

 その後、国内の業界団体とともにＦＤＩＳに向けての対応について審議を行った。そ

の際に家電製品においてＤＩＳに準拠した製品を設計する場合には過大な音量となる

との懸念が示された。 

 2013 年 10 月に韓国・済州島において開催されたＷＧ会議において、ＦＤＩＳ（最終

国際規格案）投票に向けた審議を行った。その際に、国内の業界団体の要望について多

くの時間を割いて審議した結果、アクセシビリティ規格としての数値的根拠の記述をさ

らに客観性をもって記述することが望ましいとのコンセンサスが得られた。 

 数値的根拠の客観性に対する対応を過大な音量に対する懸念の処理と結び付け、さら

に実際のアナウンス聴取実験の状況及び課題となる懸念がある音量について、業界団体

による産業技術総合研究所の研究施設見学の際に実体験を行った。その結果として、最

低音量を低減させ、家電製品の音量設定に関する際の実務的困難さを回避させるための

付記を規格文書に盛り込むことで国内審議団体のコンセンサスを得た。その結果に対し

ては、国際ＷＧでの検討において反対意見が出されなかった。 

 以上の議論および意見調整を経て、2014 年２月にＦＤＩＳ（最終国際規格案）をＳ

Ｃ５事務局に提出した。 

 本規格案は、2014 年中に国際規格としての発行を予定している。 
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■新規提案（音声アナウンスの音量設定方法）全体スケジュール 

  年 月 日  段階 備考 

照

会

段

階 

31 

2013 

03 31 DIS 投票終了 40.60  

32 04  コメント処理   

33 05     

34 06     

35 07     

36 08     

37 09     

38 10 8-9 SC5/WG5 会議   

39 11     

40 12     

41 

2014 

01     

承

認

段

階 

42 02 19 FDIS 登録 50.00 【 FDIS 登

録期限】 

43 03     

44 04     

45 05  FDIS 投票開始 50.20  

46 06     

47 07  FDIS 投票終了 50.60  

発

行 

48 08  国際規格発行 60.60  

 09     

 

 

５．２ 色の組合せ方法 

 

 類似色の領域を考慮した色の組み合わせ法について、加齢効果を示したＪＩＳ Ｓ  

００３３:２００６「高齢者・障害者配慮設計指針 ― 視覚表示物 ― 年齢を考慮した

基本色領域に基づく色の組合せ方法」に基づいて国際規格を提案し、原案の審議を行っ

た。ＰＬは日本、副ＰＬは中国である。 

 本件は加齢効果を対象とした規格案であったが、ＳＣ５／ＷＧ５での議論の結果、そ

れ以外の障害も考慮し、色の組合せに係る複数部編成の規格にすることとした。 

 現時点での部編成の案は、下記のとおりである： 

・ 第１部 加齢効果 (提案中の本規格案) 

・ 第２部 色覚障害 

・ 第３部 ロービジョン 

・ 第４部 一般通則（第１〜第３部の使用方法） 

 

 2013 年６月、ＣＤ（委員会原案）が投票により賛成多数で可決した。その後、2013

年 10 月、韓国・済州島において開催されたＷＧ会議にて、ＣＤ投票時に各国から提出

されたコメントをもとにＤＩＳ（国際規格案）投票に向けた審議を行った。同会議では

特に異論が提起されなかったため、2013 年 11 月にＤＩＳ（国際規格案）をＳＣ５事務

局に提出した。2014 年３月現在、ＤＩＳ投票開始を待っている状況である。 
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 2013 年度はさらに、規格の規定根拠となるデータの不足している上記「第２部 色

覚障害」の原案作成のために、色覚異常のある被験者とした基本色領域の実験を行った。

実験環境や条件は、「第１部 加齢効果」のものと同一とした。具体的には、200 枚の

テスト色票を 16色の基本色と比較し、「似ている」または「同じ」の判断、及び 200 色

の色名の回答を被験者に求めた。実験の様子を（図表）５−１に示す。 

 

  
 

（図表）５−１ 色の組合せ実験 

左：実験環境全体、右：16 色の基本色と色名カテゴリー 

 

 今年度は５名の色覚異常者（１型２色覚：３名、２型２色覚：１名、異常３色覚：１

名）で実施した。被験者の色覚タイプの判定のための医学的な診断情報は、カラーユニ

バーサルデザイン機構（ＣＵＤＯ）に依頼して取得した。 

 2014 年度以降は、規格の規定の妥当性をさらに高めるために被験者数を増やすとと

もに、第２部〜第４部の素案の作成及びＮＷＩＰの提出に向けた作業が必要である。 



 

 

 

69 

 

■新規提案（色の組合せ方法 第１部 加齢効果）全体スケジュール 

  年 月 日  段階 備考 

委

員

会

段

階 

22 

2013 

03 15 CD 投票開始 30.20  

23 04     

24 05     

25 06 18 CD 投票終了 30.60  

26 07  コメント処理   

27 08     

28 09     

29 10 8-9 SC5/WG5 会議   

照

会

段

階 

30 11 29 DIS 登録 40.00  

31 12     

32 

2014 

01     

33 02     

34 03     

35 04  DIS 投票開始 40.20  

36 05     

37 06     

38 07  DIS 投票終了 40.60  

39 08     

40 09     

41 10  SC5/WG5 会議   

承

認

段

階 

42 11  FDIS 登録 50.00  

43 12     

44 

2015 

01     

45 02  FDIS 投票開始 50.20  

46 03     

47 04  FDIS 投票終了 50.60  

発

行 

48 05  国際規格発行 60.60  

 06     

 

 

５．３ 最小可読文字サイズ 

 

 本規格案は、2012 年１月にＮＷＩＰ投票が開始され、同年４月に投票が締め切られ

た。ＰＬ候補は日本、副ＰＬ候補は中国及び韓国である。 

 投票では積極的参加を表明したＰメンバーが３カ国に留まり、本提案は可決に至らな

かった。そこで、2012 年 12 月のＳＣ４総会にてＰＷＩ登録し、再投票に向けた予備的

審議を継続している。その結果、より多くの言語文字への拡張を図る、ディスプレイ・

インタフェースの既存規格との関連性を強化する等、規格の適用範囲を見直すこととし

た。 

 議論の結果は、2014 年５月のＳＣ４総会にて報告する予定である。 
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５．４ 触知図形の設計方法 

 

 本規格案も前節の「最小可読文字サイズ」と同様、ＮＷＩＰ投票が開始され、同年４

月に投票が締め切られた。ＰＬ候補は日本、副ＰＬ候補は中国及び韓国。 

 投票では積極的参加を表明したＰメンバーが３カ国に留まり、本提案は可決に至らな

かった。そこで、2012 年 12 月のＳＣ４総会にてＰＷＩ登録し、再投票に向けた予備的

審議を継続している。その結果、すでに発行した視覚・聴覚に関する他のアクセシブル

デザイン企画との関連性を強化する等、規格の適用範囲を見直すこととした。 

 議論の結果は、2014 年５月のＳＣ４総会にて報告する予定である。 

 

５．５ 消費生活用製品の報知光 

 

 本規格案は、2013 年５月にＮＷＩＰ投票が開始され、同年８月に投票が締め切られ

た。ＰＬ候補は日本である。 

 しかし、投票では積極的参加を表明したＰメンバーが３カ国に留まり、本提案は可決

に至らなかった。そこで、2014 年５月のＳＣ４総会にてＰＷＩ登録を提案し、より多

くのＰメンバー国の参加が得られるよう、規格内容の見直しを行っていくこととした。

具体的には、報知光の仕様の根拠となる視覚特性データを提供するだけでなく、そのデ

ータに基づいた、より具体的な報知光の設計指針を規格の規定として盛り込むことが挙

げられる。 

 なお、ＮＷＩＰ投票においては、これまでアジアで展開してきたアクセシブルデザイ

ンの国際標準化に関する協力強化の成果が現れ、中国及びマレーシアの積極的参加を得

ることができた。再投票にあたっても、引き続き本提案への参加を求めたい。 

 現時点での本規格案の Scope 及び Purpose and justification は、以下のとおりであ

る： 

======================================================================== 

Scope of proposed project 

This standard provides a method for determining visual properties such 

as the adequate luminance level of indicator lamps so that the users of 

consumer products, including people with normal vision, people affected by 

age, and people with visual impairments can see the lamps properly. 

This standard refers to the level of the threshold, ease of viewing, 

glaring of fixed lights, and the minimum range of amplitude of flickering 

lights. In addition, the effects of lamp color and size, and the settings 

of lamps (e.g. locations and layouts of lamps) are indicated. 

 

Purpose and justification 

In ISO/IEC Guide 71, the importance of being aware of the needs of older 

persons and persons with disabilities is emphasized. 

Consumer product indicator lamps provide important information to use 

products properly. Consumer products must have adequate brightness designed 

in indicator lamps, but no standard exists for the visibility of the lamps 

at this moment, especially for older persons and persons with disabilities. 

In addition, consideration of the visibility of indicator lamps helps older 

persons and persons with disabilities to feel secure when conducting their 

daily activities. 
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This standard is intended to provide basic design methods of indicator 

lamps for better visibility by normal young and older adults, and by people 

with low vision. 

This standard is placed in the ISO 24500 series. 

======================================================================== 

 

５．６ 消費生活用製品の音声ガイド 

 

 本件は、2012 年度から本事業にて新たに国際標準化提案に向けた作業を開始した規

格案である。これまで提案規格の素案作成に向けて、下記の調査・実験を行ってきた： 

（１） 現行製品の音声ガイドの仕様調査（家電製品協会、日本ガス石油機器工業会と

協力）、 

（２） 音声ガイドの音響仕様（音量、周波数、話速等）に関する聴取実験（若齢者・

高齢者対象）、 

（３） 現行製品の音声ガイドの改善要望等のモニター調査（視覚障害者・高齢者対象）。 

 

 2013 年度は、昨年度、十分な集計及び解析ができなかった（３）モニター調査の結

果について検討を進めた。その結果の概略を次節に示す（詳細は、「人間生活工学」誌、

第 15 巻１号に掲載の論文２編を参照）。 

 2014 年度以降は、これらの実験・調査の結果に基づく国際規格素案の作成を行う必

要がある。素案作成にあたっては、国内関連工業会等との密接な連携体制を引き続き維

持する。 

 

５．６．１ 音声ガイドのモニター調査の結果概要 

 

 現行製品で使用されている音声ガイドの問題点及び今後の改善点を探り、それらを音

声ガイドの設計指針として標準化するために、音声ガイド付き製品の使用者を対象とし

たインタビュー調査を実施した。 

 インタビューでは、各モニター（調査対象者群）が所有する製品及びその他の使用し

た経験のある製品の音声ガイドについて、次の観点から不満、改善への要望等を尋ねた： 

・ 聞き取りやすさ（大きさ、速さ、音質等） 

・ ガイドの内容（分かりやすさ、表現の適切さ等） 

・ 操作性・使いやすさ（ガイドのタイミング等） 

・ その他（必須のガイド、不要なガイド等） 

 インタビュー調査の結果は、モニターの属性（年齢、及び視覚障害の有無とその程度）

と対応付けて分析した。その結果は、簡単には以下のようにまとめられる： 

 

（１） 各調査対象者群の音声案内のニーズにおける共通点および相違点 

(ア) 視覚障害（中途失明，弱視）者・晴眼者に共通のニーズ及び相違点 

・ 製品の操作内容の確認及び動作終了の案内が必要である。 

・ 取扱いに慣れていない製品や複雑な操作が必要な製品に、音声案内が必要

である。 

・ 頻繁に行う操作に関しては操作を覚えるため音声案内は不要である。 

・ エラーに関する音声案内については、エラーの報知だけでなく内容や原因

の案内が必要である（特に、安全に関わるエラー）。 
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・ 視覚障害者は、主に製品操作に必要な表示部（予約時間やメニュー等）の

内容の読み上げを求めている。 

・ 高齢晴眼者は、操作の理解や記憶などに関する認知機能の低下を音声案内

が補うことを期待している（複雑な操作手順や時間が経って忘れがちな操

作等）。 

・ 視覚障害者（特に中途失明者）は取扱説明書の音声化を強く求めていたが、

晴眼者は取扱説明書自体を重視していない。  

(イ) 中途失明者と弱視者に共通のニーズ及び相違点 

・ 製品の操作時の手順だけでなく、電源の入切や設定の状況など、現在の製

品の状態・動作の終了や動作終了後の状態を音声案内で確認できることを

望んでいる。 

・ 表示部の読み上げが必要である。 

・ 消耗品（電池切れ等）の状態の案内が必要である。 

・ エラー案内や取扱説明書については、中途失明者群は全て音声化されるこ

とを望んでいる。一方、弱視者群は、エラー番号さえ音声案内されれば自

分で調べる／前もって取扱説明書を読むという意見が多く、全ての音声化

は求めていない。 

(ウ) 晴眼の若齢者・高齢者に共通のニーズ及び相違点 

・ 操作手順・操作内容の確認及びエラーの案内があるとよい。 

・ 取扱説明書は、内容が多くて読みづらい。 

・ 若齢者からは、操作内容やエラーの音声案内はうるさいとの意見もあった。 

・ 高齢者からは、表示部の読み上げに対し必要・不必要の両方の意見が出さ

れた。 

（２） 音声案内に求められる設計仕様について 

・ 状況に応じて音量を変えられるとよい。 

・ 男声と女声のどちらを好むかについては意見が分かれた。 

・ 合成音声よりも録音した自然な音声の方が好まれる。 

・ 視覚障害者は、速い話速の案内を望んでいた。ただし、高齢の視覚障害者には、

通常の音声案内よりも遅いものを望む者もいた。また、家電製品では話速の速

い音声案内は必要ないとの意見も多かった。 

・ 分かりやすい言葉及び文の構造の使用が求められていた。特に視覚障害者では、

丁寧すぎる言葉遣いや内容の重複した案内に対して否定的であった。 

・ 音声案内の詳しさの程度を変更できる機能や音声案内をオフにできる機能があ

るとよい。 

・ 複雑なメニューを持つ多機能の製品の場合、視覚障害者は表示部の内容を読み

上げる音声案内を必要としている。 

・ 停止・読み飛ばし・繰り返し再生のできる機能があるとよい。 

・ 音声案内のタイミングが遅くなると、誤操作を招く可能性がある。 

・ 音声案内と報知音を目的に応じて適切に使い分けるとよい。 

・ どのボタンを操作すべきか分からなくなった時に、音声で確認できるとよい。 

 

５．７ 製品展示に関する高さ・奥行き等 

 

 「製品展示に関する高さ・奥行き」の国際標準化の検討にあたり、規定の根拠となる

データの見直しを行った。昨年度の検討の結果、国際標準化提案に先立ってリウマチ及

びパーキンソン病患者のデータをＴＲ ２２４１１に掲載することとしたため、同ＴＲ



 

 

 

73 

 

用の新たな形式にデータを整理し直し、ＷＧ２に提案した。今後も引き続き、このデー

タをもとに国際規格素案の検討を進めることとした。 

 

５．８ 今後の課題 

 

2013 年度は、当初計画どおり、国際規格案２件の審議継続、新規国際標準化１件の

提案、及び同１件の提案準備を行うことができた。また、予備作業項目２件の検討も進

めた。 

2014 年度以降も引き続き、これらの規格原案の審議及び提案に向けた作業を進める

予定である。予備作業項目２件については、規格の適用範囲及び規定内容を見直すとと

もに、審議への積極的参加を表明する国を増やすための協力体制の構築も併せて必要で

ある。 
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第６章  

 ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５ 

（ＡＡＬ《自立生活支援技術》）に 

関する検討 
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このページは白紙です。
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６．概要 

 

2010 年末にドイツ国内委員会よりＩＥＣに対してＡＡＬ（Ambient Assisted Living  

「自立生活支援技術」）の戦略グループの設立提案があった。この提案書の中ではＡＡ

Ｌは以下のように定義されている。 

「高齢者、障害者に対してそれぞれの状態に応じて、日常生活で控えめな方法で、毎 

日安全な生活を支援するための方法、概念、（電気的）システム、製品を含むものであ

る。ただしこの支援は直接影響を受ける人々に限定されるのではなく、看護スタッフ、

医者、家族を含む。」2011年２月、ＩＥＣ／ＳＭＢ（標準管理評議会）はＡＡＬに関す

るアドホックグループ29 を設立することに同意した。 

ヨーロッパに先行して高齢化が進展しているわが国としては、ＡＡＬの活動に参加す 

るのは必然であり、また、将来ＡＡＬに関わる市場には成長の可能性があり、わが国 

企業はこの機会を利用すべきであると考え、日本もアドホックグループ29に参加するこ

ととなった。 

アドホックグループ29の会議は2011年４月から９月にかけて３回開催され、戦略グル 

ープの適用範囲、考慮事項、作業計画などを検討し、ＳＭＢに提出した。 

ＳＭＢはこれを受けて、ＡＡＬに関する戦略グループＳＧ５を設立することを決定し 

た。日本からは、この戦略グループの委員として２名の登録を申請し、2012 年２月の

ＳＭＢ会議において承認された。ＡＡＬの戦略グループＳＧ５会議は2012年３月の第１

回から2013年10月の第５回まで開催されている。（第６回は2014年３月に開催される予

定） 

 

６．１ ＩＥＣ／ＳＭＢ／ＳＧ５（ＡＡＬ（自立生活支援技術））に関する検討内容 

６．１．１  第１回ＳＧ５会議 2012年３月６～７日、ドイツ・フランクフルト 

 

この会議にはＳＧ５委員12名、関係者７名が参加し、各国とＩＥＣの専門委員会（Ｔ 

Ｃ）からＡＡＬに関するプレゼンテーションが行われた。またＳＧ５のスコープ（適用

範囲）とＡＡＬの定義については以下の合意 に達した。 

「自立生活支援技術(ＡＡＬ)システムの相互操作性と相互接続性を、そしてそれらの 

利用者とのインターフェースのアクセシブルデザインを確立し、達成するために、ＩＥ

ＣのＴＣにおける自立生活支援技術(ＡＡＬ)の標準化業務を管理し、調整すること。 

ＡＡＬシステムは、肉体的あるいは精神的状態により、自立、安全、健康、自主性を 

保つことが危うい人々を支援するために使用する製品、サービス、環境と施設を包含 

するものである。 

（備考：アクセシブルデザインの定義についてはＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１を参照の

こと。） 

更に、ＡＡＬのロードマップの作成にあたっては、ＣＥＮ／ＣＥＮＥＬＥＣ／ＥＳＴ 

Ｉ のスマートグリッドグループの解析手法を採用し、使用例としてサービスの例を検

討することも決定された。 

 

６．１．２  第２回ＳＧ５会議 2012 年９月 11～12 日、ドイツ・フランクフルト 

 

この会議にはＳＧ５委員12名、関係者４名が参加し、日本からは２名出席した。この

会議では以下の発表が行われた。 

ア．ＵｎｉｖｅｒｓＡＡＬ 

ＡＡＬの開発と展開を促進するためのオープン情報システム基盤を提供すること 
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を目的としている組織 

イ．スマートグリッドのアーキテクチャーモデル 

ウ．イギリスの自立支援規格と相互運用性のプロジェクト 

エ．ＴＣ１００（オーディオ、ビデオ、マルチメディアのシステムと機器）のＡＡＬ 

に関する活動報告 

オ．データセキュリティに関しての各国からの発表（日本は次回発表することとし 

た。） 

（１） ガイド７１改訂との協力 

ＳＭＢはＳＧ５をガイド７１改訂の担当に任命し、ＳＧ５のメンバー２名をＪＴ 

ＡＧへのＩＥＣ代表者とすることとした。 

（２）以下の３つのタスクフォース（作業チーム）を設立することとし、出席者が参加 

するチームを決定した。 

・機密保護チーム・・・データ機密保護の側面を取り扱う。 

・状況確認チーム・・・ＡＡＬに関連する情報（既存の規格、関連のＴＣ、連携す 

べきフォーラムやコンソーシアム）を収集する。 

・モデリングチーム・・構造モデルの定義を取り扱う、ＳＧ１とＳＧ３のモデル

が機能しているかを調査、利用例のモデルを開発する。 

 

６．１．３  第３回ＳＧ５会議 2012年12月４～５日、スイス・ジュネーブ 

 

日本からは医療のデータセキュリティに関する発表を行った。 

（１）以下の発表が行われた。 

ア Ｃｏｎｔｉｎｕａ Ｈｅａｌｔｈ Ａｌｌｉａｎｃｅ 

様々な健康・医療システムやサービスをシームレスに扱えることを目標として、 

より質の高い「予防的な健康管理」と「慢性疾患の管理」そして「高齢者の自 

立支援」の実現を目指す組織 

イ ＴＣ１００のＡＡＬに関する活動報告 

ウ 日本から日本におけるデータセキュリティについて発表 

（２） ３つのタスクフォース（作業チーム）に分かれて協議を行った。 

・機密保護チーム・・・データ機密保護とプライバシーについて検討 

・状況確認チーム・・・関連ＴＣや規格の一覧表作成の作業 

・モデリングチーム・・ユースケースの機能モデルの使用についての準備。 

 

６．１．４  第４回ＳＧ５会議 2013 年３月 25～28 日、ニュージーランド・ 

ウェリントン 

    

（１）２つのタスクフォース(作業チーム)別の作業を行った。 

・機密保護チーム・・・安全性、信頼性とデータ機密保護の関係 

・状況確認チーム・・・関連ＴＣや規格の一覧表の作成作業 

・（モデリングチーム・・ウェブでの会議を行う予定であったが、トラブルの            

ために開催されなかった。） 

（２）平川委員より日本のユースケースを紹介した。シンプルなモデルで、ドイツ提

案よりも判りやすい、これで説明可能なら良い方向であると評価された。コン

ビナーからモデルは三次元なので、例えばコミュニケーション層にはどの様な

プロトコルを使っているのかを記述できる、補強できる可能性があるので、再
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度報告するように、との要望があった。 

 

６．１．５  第５回ＳＧ５会議 2013 年 10 月８～９日、日本・東京 

 

（１） ＴＣ１００、ＪＥＩＴＡ、ＡＬＬＩＡＮＣＥ２、ＡＡＬ ＪＰ等のプレゼンテ

ーションが行われた。 

（２）ＳＧ５からＳＥＧの移行に関連する事項として、ＡＡＬが対象とする範囲につい

ての議論が行われ、ＪＥＩＴＡ案をＳＧ５で作成していた案に統合できないか、

検討することとなった。 

（３）作業チームからの進捗報告が行われた。 

・機密保護チーム・・・安全性、信頼性、データ保護の３点に分けての説明があ

り、特にデータ保護について新たなガイドを設定する必

要があるかの議論があった。議長はＳＭＢへのレポート

でセキュリティに言及する数行の文章を作成するよう

にメンバーに依頼した。 

・状況確認チーム・・・関連する組織、規格の一覧表をエクセルシートで作成し 

た。ＩＳＯの規格も追加する。アメリカから連絡した規 

格も一覧表に追加することが承認された。また分類につ 

いての案を作成した（リスクの程度による分類）。 

・モデリングチーム・・ユースケースのテンプレートを作成し、ユースケースの

モデルを収集している。ＴＣ１００の他、ドイツの例も

追加する予定である。 

（４）議長よりＳＭＢ報告案の説明 

議長の提案はＳＧ５をまずＳＥＧ（Ｓｙｓｔｅｍ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ Ｇ

ｒｏｕｐ，システム評価グループ、ＳｙＣを設立すべきかどうかを判断するグ

ループ）に変換し、その後ＳｙＣ（Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ，実

際に規格を作成する委員会）を設立する、というものであり、出席者はＳＧ５

からＳＥＧに変換することを了承した。 

 

 

６．２ 今後の課題 

 

（１） ＳＧ５からＳＥＧへの移行についてはＳＭＢ投票が行われ、2014 年１月 20 日に

承認された。ＳＥＧの役割は実際に規格を作成するＳｙｓｔｅｍｓ Ｃｏｍｍ

ｉｔｔｅｅ（ＳｙＣ）を設立するべきかどうかを判断することであり、ＳＧ５

議長はＳＥＧ ＡＡＬの業務として、専門用語の統一、インターフェースの規

格作成、相互運用性の要求事項の定義を挙げている。参加する予定の国、委員

会、連携すべきフォーラムやコンソーシアム、リエゾンを持つ委員会等の一覧

表を出しており、最終的な一覧表は状況確認チームが提出するとしている。日

本が参加することは当然期待されており、参加するべきと考える。 

（２）ＳＧ５での３つのチームの成果 

・機密保護チーム・・・チームはデータセキュリティ、安全性、信頼性について

様々な国際的な見方を反映したとある。安全性については

ガイド１０４と５１を遵守するように言っているが、信頼

性の要求事項はまだ確認されていないとしている。また議

長はデータセキュリティとプライバシーに関する諮問委
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員会がプライバシーデータの誤使用に対する予防策を勧

告するという提案を行った。これも投票で承認されたが、

ａｈＧでの諮問委員会設立の検討から始まり実際に勧告

が出されるまではかなり時間がかかると予想される。 

・情況確認チーム・・・関連する組織、規格の一覧表をエクセルシートで作成済

で、ＩＳＯやアメリカの規格も追加する予定なのでそれ

程問題はないと思われる。 

・モデリングチーム・・ＴＣ１００やドイツのユースケースも追加する予定とし 

           ている。２次元のモデル案が出されたが、最終的な３次

元のモデルはまだ作成されていない。 
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第７章  

 欧州及びアジア諸国との連携 
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７． 概要 

     

アクセシブルデザイン関連の国際標準化活動は、2006年度に日本・中国・韓国が 

共同で、「高齢者・障害者配慮設計指針（アクセシブルデザイン）」に関する５件の新

業務提案（ＮＰ）を共同提案したことに端を発する。この５件の規格（ＩＳＯ／ＴＣ

１５９（人間工学専門委員会）で４件、ＩＳＯ／ＴＣ１２２（包装・容器専門委員会）

で１件をそれぞれ審議）は、2010年度中に国際規格として発行された。 

こうした共同提案や専門家の協力を目指し、継続的に中国、韓国に加え、マレーシ 

ア、タイ、シンガポール等のアジア諸国との連携に努めてきた。しかしながら2011年に

なると、提案ＮＰに対して投票に参加しない、専門家の派遣が難しい等、各国の事情に

より協力体制に変化が生じてきた。このため、2012年よりアジアだけでなく、欧州の各

国との連携も強化する政策に変更し、その機会を得るように努めた。 

 

７．１ 審議事項（特記すべき事項） 

 

以前のように中国、韓国等のアジア諸国との連携がなかなか期待できない状況におい 

て、ＪＩＳＣとＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣの情報交換会を利用して欧州各国との連携も深

める活動を開始した。ＪＩＳＣとＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣの情報交換会の下部組織とし

てのアクセシビリティのＷＧを設立する目的で、2012年10月26日にアイルランド・ダブ

リン市でＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣのメンバーとの会合を持った。（ＣＥＮ、ＣＥＮＥＬ

ＥＣに新設されたアクセシビリティの戦略諮問グループ（ＳＡＧＡ）のメンバーを含む） 

この会合で新たにアクセシビリティのＷＧを設立し、情報交換していくことを上部委員

会に報告することで合意した。また2013年１月28日から２月１日まで、スペイン・デン

マーク・スウェーデンの３か国を訪問し、ＴＣ１７３／ＳＣ７に提案予定のＮＰを説明

し、賛成投票と専門家派遣を依頼した。特にスペインではＣＥＮ，ＣＥＮＥＬＥＣとの

会合に参加したTania Marcos氏が非常に協力的であった。 

 この訪問の後、2013年３月にＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７に４件のＮＰ提案を行った。

その際にはスペイン、スウェーデンが賛成投票・専門家派遣、デンマークが賛成投票（そ

の後専門家を派遣）を行ってくれた。また旧知の韓国、中国の委員にも賛成投票・専門

家派遣を依頼し、ＮＰが承認された。 

 また2013年11月にはＳＡＧＡメンバー２名が来日し、第２回アクセシビリティＷＧ会

議を東京で開催することができた。 

 

７．２ 今後の課題  

 

欧州との連携の成果はＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７のＮＰ投票に現れた。今後の協力

も期待できるが、更に欧州のＴＣ１７３／ＳＣ７のＰメンバー国である、イギリス、ド

イツとの連携も必要となる。またアクシビリティＷＧ参加のＳＡＧＡメンバーを通じて

の協力依頼も期待できる。 

アジア諸国との連携については今回のＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７のＮＰ投票では

韓国、中国の協力が得られたが、ＩＳＯ／ＴＣ１５９ではまだ十分でないので更に連携

を強化する必要がある。 
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第８章  

 アクセシブルデザイン及び 

その適合性評価に関する標準化における 

今後の展望 
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８．１ 背景 

    

高齢者・障害者配慮分野の標準化は、超高齢社会を迎えている日本にとって、今後ま

すます重要になってくる。高齢者・障害者配慮分野の標準化にあたっては、まず共用品

推進機構等で行ってきた高齢者・障害のある人たちの不便さ及びニーズ把握調査の整理

を2006年から行った。そして、不便さを生じさせる事項で、かつ標準化によって問題解

決が見込まれる事項を標準化のテーマとして抽出した。 

抽出した標準化テーマは、個別の高齢者・障害者配慮規格と、複数の製品規格に反映

できる高齢者・障害者配慮規格とに分類した。個別の規格に関しては、それぞれ関係す

る業界団体で作成することとし、本事業では後者の、複数の個別製品規格に反映できる

高齢者・障害者配慮規格に絞って規格作成し国際提案することとした。更に、複数の製

品規格に反映できる規格を３種類に分類し、それぞれ国際標準化機構（ＩＳＯ）の異な

る委員会で作成する準備を行った。 

 具体的には、一つめの規格群として、人間工学分野に関わる複数の個別製品規格に反

映できる高齢者・障害者配慮規格を、「共通基盤規格」と称してＴＣ１５９／ＳＣ４／

ＷＧ１０及びＴＣ１５９／ＳＣ５／ＷＧ５に提案してきた。それらのＷＧでは、主に日

本提案の共通基盤規格が４編の国際規格として作成されてきた。現在も、新たなテーマ

で２編の国際規格原案が発行に向けて審議されている。 

 複数の個別規格に反映できる高齢者・障害者配慮規格のもう一つの規格群は、「デザ

イン要素規格」と称するものであり、2011年に日本提案で新設されたＴＣ１７３／ＳＣ

７（アクセシブルデザイン）で国際標準化の作業が行われている。「デザイン要素規格」

は、「共通基盤規格」と同様に、複数の個別製品規格に反映することができるが、「共通

基盤規格」と比べ、より製品に近い分野の高齢者・障害者配慮規格である。 

 複数の製品規格に反映できる規格の３つめは、2001年にＩＳＯで発行されたＩＳＯ／

ＩＥＣガイド７１である。ガイド７１は1998年、日本提案で作成されたが、正確には、

このガイド７１は規格でなく、規格作成者のためのガイドである。高齢者・障害者配慮

の全体像を示しているため、より多くの規格に反映させることが可能である。その後、

10年を経過し、現在見直し作業が行われており、2014年中には改訂作業が終了する予定

となっている。 

 本事業の目的は、高齢者・障害者配慮の規格を普及させ、高齢者・障害者を含む、よ

り多くの人が使える製品及びサービスを、社会にて一般化させることである。そのため

に本事業では、2013年度も引き続きアクセシブルデザインの国際標準化を進めるととも

に、適合性評価を事業の柱として国際提案すべく検討を進めた。 

 

８．２ 今後の展望 

 

８．２．１ 全般及び適合性評価 

 

 本事業は、適合性評価、ガイド７１、ＴＣ１７３、ＴＣ１５９、ＩＥＣ／ＳＭＢ／Ｓ

Ｇ５のＡＡＬ、の５つに加えて、欧州及びアジア諸国との連携の６つを柱としている。

６つの柱ではあるが、一つ一つが深い連携の下にあるため、それらをしっかりつなげて

いくことが重要な課題となってくる。 

展望としては、改訂されるガイド７１を基に、ＴＣ１７３、ＴＣ１５９、及びＩＥＣ

／ＳＭＢ／ＳＧ５のＡＡＬの関連等で作成される規格の多くが、アクセシブルデザイン

に配慮されること、更にそれらが各国・各業界の企業で使用され、各企業の基準に盛り

込まれることが望まれる。そのためには、2012年度から本事業で検討を始めた適合性評
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価を、いかに多くの企業が参加を望む仕組みとすることが、引き続き重要な鍵である。 

 2013年度は、アクセシブルデザインにおける適合性評価の試行を行い、2014年度には

国際規格の原案を、欧州及びアジア諸国の現状並びにニーズを確認しながら作成してい

く予定である。 

 

８．２．２ ＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１ 

 

ＩＳＯ／ＩＥＣガイド７１の改訂委員会は、2012年12月に最後の会議を行い、原案の

基本的合意に至った。今後、規定の投票手続きを経て、ガイド７１第２版として発行に

至る見込みである。これにより、本事業で目指したＡＤ技術の国際標準体系の頂点が再

確立され、今後、このガイドの下に個々のＡＤ関連規格が引き続き整備されていくこと

になる。 

なお、第２版では、第１版に記述されていた高齢者・障害者の特性やデザイン上の配

慮事項が大幅に削除されることになった。これらの記述は、製品等のＡＤ化には不可欠

の技術的内容である。これらについては、現在改訂作業が進められているＴＲ２２４１

１に再録し、ＡＤ規格の整備を統一的かつ効率的に進めていくことが望まれる。 

2001年に初めてガイド７１が制定された時に比べ、世界各国において人口が高齢化し、

2006年に国連で採択された「障害者権利条約」での合理的配慮に関する解釈の仕方など

に多く見解がある中で多様な議論が出ているが、今後は一つのものに集約することに力

を使うことが必要となる。このため、日本が引き続き国際的なリーダーシップを発揮し、

まとめることによって次のステップに進めると思われる。 

 

８．２．３ ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７ 

 

ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＳＣ７においては、点字表示の国際規格が発行に至り、アクセ

シブルミーティングの国際規格が発行に向けた最終段階に差し掛かっている。また、

2013年度は新たに４つの規格の審議が開始され、それぞれ原案の作成が順調に進められ

ている。 

このように、ＴＣ１５９で先行して審議してきた「共通基盤規格」に続き、ＴＣ１７

３での「デザイン要素規格」も整備されつつある。今後、これらの原案審議を進めるこ

とによってＡＤ規格の体系化が促進され、適合性評価等において有効に活用されること

が期待される。 

 

８．２．４ ＩＳＯ／ＴＣ１５９／ＳＣ４／ＷＧ１０及びＳＣ５／ＷＧ５ 

 

ＩＳＯ／ＴＣ１５９／ＳＣ４／ＷＧ１０及びＳＣ５／ＷＧ５では、審議中又は提案予

定の規格案について、早期の国際規格化を目指して、引き続き作業を進めることが望ま

れる。審議にあたっては、アジア諸国の協力を得るとともに、欧州関係国の積極的な参

加を促す方策の検討が必要である。 

ＴＣ１５９に日本から提案し、これまでに発行された「共通基盤規格」は、いずれも

高齢者・障害者の特性に基づいて記述されている。そのため、これらの規格は、製品の

種類によらず広く適用されるべきものである。このことから、今後、同規格群はＡＤに

基づく製品等の個別規格に引用されるとともに、適合性評価等において有効に活用され

ることが期待される。 
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８．２．５ ＡＡＬ 

 

 現在、主に欧州が主導で検討が行われているＡＡＬ事業であるが、本件に関する適用

範囲の縦横上下の軸（要素のマトリックス）及び各軸の名称が決まると、日本で今まで

に行ってきた技術等が数多くあてはめられると思われる。そのため、縦横上下の軸を検

討することと並行して、ＡＡＬに関係する日本の技術を整理しておき、日本が不利にな

らないように、適宜、準備しておくことが必要である。 

 ＡＡＬの会議では規格を作らないことになっているが、前記のマトリックスで国際規

格がないと分かったものは、他の委員会で規格作りが始まる可能性が高いため、今から

先読みできるものは確認しておくことも必要と思われる。 

 

８．２．６ 欧州及びアジア諸国との連携 

 

 これまでの事業の成果により、ＣＥＮ／ＣＥＮＥＬＥＣ／ＳＡＧＡ等、アクセシビリ

ティに係る欧州標準化団体及び障害者団体との連携が確立されるに至った。今後も引き

続きこの関係を強化し、国際標準化を効率的に進められる体制を維持・構築していくこ

とが望まれる。 

 アジアにおいては、これまで連携してきた中国及び韓国に加えて、タイ及びマレーシ

アの積極的な参加を、今後もより一層強く働きかけていくことが重要となろう。 
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